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第１章 ごみゼロ社会実現プランについて 

１ はじめに 

持続可能な循環型社会を構築するためには、単に物の生産、消費、回収、再生

利用というサイクルをまわすだけに終わらせず、さらに一歩進めて限りある資源

の消費を抑制し、環境への負荷を可能な限り低減させなければなりません。 

こうしたことから、三重県は｢ごみを出さない生活様式｣や｢ごみが出にくい事業

活動｣が定着し、ごみの発生・排出が極力抑制され、排出された不用物は最大限資

源として有効利用される｢ごみゼロ社会｣の実現をめざし、平成17年３月に、県民、

事業者、ＮＰＯ等団体、市町の参画のもとに、「ごみゼロ社会実現プラン」(以下、

「プラン」という。) を策定しました。 

このプランは、県民、事業者、ＮＰＯ等団体、市町、県など地域の多様な主体

が自らの行動の変革に継続的に取り組むため、めざすべき具体的な将来像とその

達成に向けた道筋を示す長期の計画です。 

平成 22年度には、プラン策定後５年が経過し、この間一般廃棄物を取り巻く社

会経済情勢の変化やごみ減量化技術の進歩、多様な主体の取組実績、国内におけ

る新たな取組が見られたことから、数値目標をはじめ内容の見直しを行いました。 

今般、平成27年度がプランの中期目標年度であるため、これまでのプランの取

組を振り返り、各主体の取組状況を整理するとともに、これまでの社会経済情勢

や３Ｒの取組の進展、各種リサイクル法の整備等を踏まえ、中期目標の達成度を

点検・評価しました。 

本書では、第１章でプランの概要を記載し、第２章ではごみ処理に関する状況

や各主体の意識調査結果等を記載しています。また、第３章は、プランの基本方

向ごとにこれまでの取組を掲載しており、第４章では、第３章で挙げた取組の項

目を主体ごとにとりまとめ、その成果･課題を記載しています。第５章は、数値目

標に対する評価を行うとともに、これまでの取組を総括しています。 



 

2 

 

２ プランの基本事項 

（１）プランの位置づけと性格 

プランは、三重県において「ごみゼロ社会」を実現するため、概ね20年先

(平成 37年)の将来を見据えて、県民、事業者、ＮＰＯ等団体、行政など地域

の各主体が、自らの行動の変革に継続的に取り組むための、めざすべき具体

的な将来像とその達成に向けた道筋を示す長期の計画です。 

また、プランは、法律等に基づき定める計画ではなく、県が平成 15 年 11

月に公表した「ごみゼロ社会実現に向けた基本方針」に基づく任意の計画で

あり、県民、事業者、ＮＰＯ等団体、市町の幅広い参画のもとに策定したも

のです。 

県民、事業者、ＮＰＯ等団体、市町等は、その自発的、主体的な意思決定

により、プランを自らの行動の指針とし、それぞれの活動(生活、事業、行政)

においてごみ減量化の取組を実践していくこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２－１ プランと関連する主な県の計画 
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（２）計画期間：平成17～37(2005～2025)年度 

「ごみゼロ社会」の実現に向けては、県民や事業者の意識・価値観・行動

の転換だけでなく、コミュニティや産業界も含めた社会全体の構造の変革も

視野に入れ、長期的な展望のもとに取り組んでいく必要があることから、プ

ランの計画期間(目標年度)は平成37(2025)年度までとしています。 

 
図１－２－２ 計画期間 

 

（３）取組対象：家庭系ごみ及び事業系ごみ(一般廃棄物) 

プランの対象とする「ごみ」は、一般廃棄物のうち家庭系ごみ及び事業系

ごみです。 

 

 
図１－２－３ プランの取組対象 

（４）推進主体：県民、事業者、ＮＰＯ団体等、市町及び県 

ごみの減量化については、ごみの発生から処分までの各段階で、各主体の

責任の重さ、役割の大きさは異なります。また、同じ発生抑制の取組にして

もごみ減量化の手法(施策、事業の内容)により各主体の位置づけもさまざま

ですが、大切なことは、それぞれが果たすべき役割をきちんと認識し、目標

とプロセスを共有しながら一体となって取り組んでいくことです。 

年度

総合計画 策定             みえ県民力ビジョン

三重県環境基本計画

三重県廃棄物処理計画

ごみゼロ社会実現プラン 策定

短期目標 中期目標 最終目標

策定策定

策定　　県民しあわせプラン

策定策定 策定

H26H24H22H20H18H16 H37H36H34H32H30H28

廃棄物 

(市町村の処理責任) 

一般廃棄物 

ごみ 

し尿 

家庭系ごみ 
(災害廃棄物含む) 

事業系ごみ 

特別管理一般廃棄物 

(排出事業者の処理責任) 

産業廃棄物 事業活動に伴って生じた廃棄物のうち法令で定める20種類 

特別管理産業廃棄物 

プランの取組対象 
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市町は、法律における一般廃棄物処理の責任主体であり、プランの推進に

おける役割が非常に大きく、一般廃棄物の減量化や適正な処理を進めていく

必要があります。また、県の計画との整合を図り一般廃棄物処理基本計画を

策定し、地域の特性、実情等に応じて自主的・自立的に取組を推進すること

としています。 

 

（５）県の役割について 

プランの推進にあたり県は、県民や事業者ではできないことや非効率にな

ることで市町境を越える広域的な課題への対処や、市町規模では制度的に困

難な取組や非効率な取組を実施するとともに、多様な主体が参画するプロジ

ェクトなどに関しては、市町等に対する情報提供や技術的支援、事業のコー

ディネート、仕組みの提案等を行います。 

また、上記のような役割の中で県は、市町とともにリーダーシップを発揮

し、広域的な見地からのマネジメント、国や産業界との連携による取組等、

県レベルでの活動を積極的に推進していくとともに、自ら講じるべき施策に

ついて主体的に取り組んでいきます。 

 

（６）基本方向ごとの取組 

プランでは、ごみゼロ社会の実現に向けた具体策として、４つの基本的な

視点と９つの基本方向に沿って、県民、事業者、ＮＰＯ等団体、市町、県が

推進すべき取組を整理しています。 
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基本取組  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

* 基本取組8—5 もったいない普及啓発運動の展開は平成22年度のプラン改定時に追加。 

図１－２－４ プランの基本方向ごとの取組  
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《発生・排出抑制》 
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６－２ 障がい者や高齢者等のごみゼロ活動への参画促進 

６－３ ごみゼロに資する地域活動の活性化促進 

６－４ 民間活力を生かす拠点回収システムの構築 

６－５ サービス産業の仕組みを生かしたリサイクル 

６－６ 埋立ごみの資源としての有効利用の推進 

７－１ ごみ処理の有料化等経済的手法の活用 

７－２ 廃棄物会計等の活用促進 

７－３ 地域密着型資源物回収システムの構築 

７－４ 地域のごみ排出特性を踏まえたごみ行政の推進 

８－１ 住民参画の行動計画づくり 

８－２ レジ袋削減・マイバッグ運動の展開 

８－３ ごみゼロに資するＮＰＯ、ボランティア等の活動推進 

８－４ 情報伝達手段の充実及び啓発・ＰＲの強化 

８－５ もったいない普及啓発運動の展開 * 

９－１ 環境学習・環境教育の充実 

９－２ ごみゼロ推進のリーダーの育成と活動支援 

５－１ 生ごみの堆肥化・飼料化 

５－２ 生ごみのエネルギー利用 

５－３ 生ごみの生分解性プラスチック等への活用 

４－１ 容器包装リサイクル法への対応 

４－２ 容器包装の削減・簡素化の推進 

３－１ 不用品の再使用の推進 

３－２ リターナブル(リユース)容器の普及促進 

３－３ リースやレンタルの推進 

３－４ モノの長期使用の推進 

２－１ 事業系ごみ処理システムの再構築 

２－２ 事業系ごみの発生・排出抑制 

２－３ 事業系ごみの再利用の促進 

１－１ 拡大生産者責任と費用負担のあり方の検討 

１－２ 拡大生産者責任に基づく取組の推進 

３ リユース(再使用)の推進 

１ 拡大生産者責任の徹底 

２ 事業系ごみの総合的な 

減量化の推進 

４ 容器包装ごみの減量・ 

再資源化 

５ 生ごみの再資源化 

７ 公正で効率的なごみ処理 

システムの構築 

８ ごみ行政への県民参画と 

協働の推進 

９ ごみゼロ社会を担うひとづ 

くり・ネットワークづくり 
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３ プランの数値目標 

プランの数値目標は、「ごみの減量化」と「多様な主体の参画・協働」について

設定されており、短期目標が設定されていた平成22(2010)年度には、それまでの

取組結果から数値目標の見直しを行いました。 

 

（１）ごみの減量化 

ごみに関するさまざまなデータのうち、「ごみゼロ社会」の実現に向けて特

に重要と思われる以下の３つの指標について目標を設定しています。 

① 発生・排出抑制に関する目標 

ごみ排出量削減率=⎝⎜⎜
⎛ 平成 14(2002)年度における県内の家庭系（事業系）ごみ排出量

- 目標年度における県内の家庭系（事業系）ごみ排出量

平成14(2002)年度における県内の家庭系（事業系）ごみ排出量 ⎠⎟⎟
⎞
 

表１－３－１ ごみ排出量削減率( 平成14年度比 )           [％] 

数値目標 
短期 

平成 22(2010)年度 

中期 

平成 27(2015)年度 

最終 

平成 37(2025)年度 

策

定

時 

家庭系ごみ ６ 13 30 

事業系ごみ ５ 13 30 

改

定

後 

家庭系ごみ ６   20 * 

30 

(参考)H14実績→ 

Ｈ37目標 

535千t→375千t 

事業系ごみ ５   35 * 

45 * 

(参考)H14実績→ 

H37目標 

252千t→139千t 

* 平成22(2010)年度には、次のことから中期目標や最終目標をより高い目標へと変更。 

・平成21(2009)年度実績において、家庭系ごみ及び事業系ごみの排出量削減率が短期目標を上

回り、事業系ごみの排出量削減率は最終目標に近づいていたこと。 

・家庭系ごみ有料化等の取組の進展や、環境学習及び環境教育の効果によりごみ排出量の削減

が見込まれていたこと。 

・ごみ処理手数料の適正化が進むことや、市町によるごみ排出事業者への指導等が進むことが

見込まれていたこと。  
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② 資源の有効利用に関する目標 

資源としての再利用率 = ⎝⎜⎜
⎛  県内のごみ排出量のうち、行政ルート 

回収 により再利用された量

県内のごみ排出量 ⎠⎟⎟
⎞
 

表１－３－２ 資源としての再利用率                 [％] 

数値目標 
短期 

平成 22(2010)年度 

中期 

平成 27(2015)年度 

最終 

平成 37(2025)年度 

策定時 21 30 50 

改定後 21   22 * 
50 

(参考)H14実績 14.0 

* 古紙・金属の再生事業者による資源回収の増加等により減少傾向であること、生ごみの資源化

取組進捗などを見込み低い目標へと変更。 

 

 

③ ごみの適正処分に関する目標 

ごみの最終処分量＝
  県内のごみ排出量のうち、最終処分された量  [災害等特殊要因によるものを除く]  

表１－３－３ ごみの最終処分量                   [ｔ] 

数値目標 
短期 

平成 22(2010)年度 

中期 

平成 27(2015)年度 

最終 

平成 37(2025)年度 

策定時    81,000 *1 76,000 *1 ０ 

改定後 81,000 55,000 *2 
０ 

(参考)H14実績 151,386 

*1 平成 18(2006)年 12月の改定後の値。策定当初：短期目標 128,700ｔ、中期目標 96,800ｔ 

*2 平成 21(2009)年度実績がすでに策定時の中期目標を上回っていること、ごみ排出量の減量と

焼却残さの再利用が進むことを見込み、中期目標をより高い目標へと変更。 
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(注１)“量”は、重量とします。 

(注２)“排出量”は、行政が収集・処理した量です。 

(注３)“県内のごみ排出量”は、“県内の家庭系ごみ排出量”と“県内の事業系ごみ排出量”の

和です。集団回収量と災害廃棄物を含みます。 

(注４)“再利用”とは、再使用(リユース)及び再生利用(マテリアルリサイクル、ケミカルリサ

イクル)を指し、いわゆる熱回収(サーマルリサイクル)は除き、行政により回収した資源

化物を対象としています。 

(注５)再利用率の積算について 

上記(注４)から、“再利用”された量は、資源化総量から、「集団回収量」と、中間処理後

資源化量に含まれる「ごみ固形燃料(ＲＤＦ)発電施設に供給するためにＲＤＦ化した量」、

「焼却施設で生じた焼却灰を溶融化施設でスラグ化した量」および「焼却施設で生じた焼

却灰・飛灰をセメント原料化した量」を除いたものとしています。 

 

 

（２）多様な主体の参画・協働 

ごみ減量化やごみ問題に関する県民の意識、行動の変化を表す目標として、

プラン策定にあたり実施した「『ごみゼロ社会』をめざす県民アンケート」の

結果を活用し、次の④～⑥に示す３つの目標を設定しています。 

また、プランの浸透度合いを表す目標として、認知率⑦を設定しています。 

表１－３－４ 多様な主体の参画・協働に関する指標           [％] 

指 標 名 

短期 

平成 22 

(2010)年度 

中期 

平成 27 

(2015)年度 

最終目標 

平成 37 

(2025)年度 

④ ものを大切に長く使おうとする 
県民の率 

80 90 100 

⑤ 環境に配慮した消費行動をとる 
県民の率 

60 90 100 

⑥ 食べ物を粗末にしないよう 
心がけている県民の率 

60 90 100 

⑦ ごみゼロ社会実現プラン 
の認知率 

90 100 100 
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４ プランの推進体制 

「ごみゼロプラン」をより効果的かつ確実に進めるためには、県民、ＮＰＯ等

団体、事業者、市町、県など各主体の取組を全体的に点検・評価することにより、

問題点や課題を把握して、それらを改善し、取組に反映していく必要があります。 

このため、平成18年１月、各主体を構成員とする「ごみゼロプラン」推進のた

めの組織として「ごみゼロプラン推進委員会」を設置し、定期的に取組を検証・

評価し公表するなど、ＰＤＣＡサイクルに基づくマネジメント体制を整備し、本

プランの実効性を担保しています。 

 

 

【ごみゼロプラン推進委員会】 

委員会は、ごみゼロプラン推進の取組について、第三者機関として一定の評価

を行うとともに、専門的・多面的な調査検討や助言・提言などを行う。 

 

【委員会の位置づけ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４－１ ごみゼロプラン推進委員会 

  

プランニング 

啓発、モデル事業 

等の普及 

改善・見直し 

点検・評価 

評価、助言・提言等 

ごみゼロプラン 

推進委員会 

市町 

三重県 

連携・協働 

連携・協働 連携・協働 

住民、NPO 

事業者 
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第２章 三重県のごみに関する現状 

１ ごみ処理に関する状況 

（１）排出及び処理の状況 

① 排出の状況 

平成27年度における県内のごみ排出量は623千ｔ(平成27年度の数値は速

報値。以下、同じ。)となっており、うち家庭から排出される家庭系ごみが

447千ｔ (72％) 、事業系ごみが176千ｔ (28％) です。 

県内のごみ排出量は、県民、事業者、ＮＰＯ等団体、市町、県など多様な

主体が連携した取組や、各種リサイクル制度の効果等により、着実に削減さ

れてきましたが、平成22年度以降は横ばい傾向にあります。 

家庭系ごみは、平成22年度以降に削減率の伸びが鈍化しているものの、着

実に削減が進んできています。一方、事業系ごみは、平成22年度以降増加し

ており、これは観光入込客数の増加等の社会的要因によるものと思われます。 

 
図２－１－１ ごみ排出量の推移( 集団回収量除く ) 

 

１人１日あたりのごみ排出量は、平成14年度から平成22年度まで着実に

減少してきましたが、近年は、削減が鈍化し、平成27年度は 970g/人･日と

なっています。全国でもほぼ同様の傾向を示しており、三重県は全国値より

若干高い値で推移しています。 

平成 14年度と平成27年度における市町ごとの１人１日あたりのごみ排出

量を比較すると、多くの市町で減少していますが、一部の市町では増加して

います。また、平成27年度における１人１日あたりのごみ排出量を市町ごと

に比較すると、最大は 1,543g/人･日、最少は 551g/人･日と約３倍の開きが

見られ、市町間で大きな格差があります。 
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(注)１人１日あたりのごみ排出量は、環境省において平成 17年度実績から廃棄物処理法に基づ

く「国の基本方針」との整合を踏まえた集計方法に変更されており、本グラフにおいても

環境省と同一の方法で算出しています。 

図２－１－２ １人１日あたりのごみ排出量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１人１日あたりごみ排出量           １人１日あたり家庭系ごみ排出量 

図２－１－３ １人１日あたりのごみ排出量の分布  
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(注)平成 14年度は合併前の市町村区分ですが、平成27年度と比較するため以下のとおり合併

後の市町区分に換算しています。 

桑名市：旧桑名市＋旧多度町＋旧長島町 

いなべ市：旧北勢町＋旧稲部町＋旧大安町＋旧藤原町 

四日市市：旧四日市市＋旧楠町 

亀山市：旧亀山市＋旧関町 

津市：旧津市＋旧久居市＋旧河芸町＋旧芸濃町＋旧美里村＋旧安濃町＋旧香良洲町＋旧一志町

＋旧白山町＋旧美杉村 

松阪市：旧松阪市＋旧嬉野町＋旧三雲町＋旧飯南町＋旧飯高町 

多気町：旧多気町＋旧勢和村 

大台町：旧大台町＋旧宮川村 

伊勢市：旧伊勢市＋旧二見町＋旧小俣町＋旧御薗村 

志摩市：旧志摩町＋旧浜島町＋旧大王町＋旧阿児町＋旧磯部町 

大紀町：旧大宮町＋旧紀勢町＋旧大内山村 

南伊勢町：旧南勢町＋旧南島町 

伊賀市：旧上野市＋旧伊賀町＋旧島ヶ原村＋旧阿山町＋旧大山田村＋旧青山町 

紀北町：旧紀伊長島町＋旧海山町 

熊野市：旧熊野市＋旧紀和町 

紀宝町：旧紀宝町＋旧鵜殿村 

平成27年度のごみの種類別排出状況は、可燃ごみ72.5％、不燃ごみ4.5％、

資源ごみ9.7％、直接搬入ごみ9.4％等となっています。ごみ排出量は、平成

14年度に比べ平成22年度、平成27年度には減少していますが、可燃ごみが

占める割合は増加しており、不燃ごみ等他の種類のごみに比べ削減が進んで

いません。 

 平成14年度             平成22年度 

 

 

 

 
 

平成27年度 
図２－１－４ ごみの種類別排出状況 

② 処理の状況 

平成 27年度の処理実績は、直接焼却が422千ｔ、ごみ固形燃料(ＲＤＦ)

化が 83千ｔ、直接資源化が33千ｔ、直接埋立が17千ｔとなっています。 

平成 14年度以降、直接埋立量及び直接焼却量は減少傾向でしたが、直接焼

却量については平成23年度から若干の増加傾向となっています。また、ＲＤ

Ｆ化される量は平成14年度以降大きく増加しましたが、近年は横ばい傾向に

あります。 
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図２－１－５ ごみの処理状況の推移 

③ ごみの組成 

焼却施設における可燃ごみの組成( 乾燥重量比 )については、平成21年度

までは可燃ごみの排出量が減少傾向にあり、中でも厨芥類や紙･布類が減少し

ていました。しかし、平成22年度以降は厨芥類や紙･布類の排出量は横ばい

傾向となっており、可燃ごみの排出量についても同様の傾向となっています。 

また、可燃ごみに含まれる水分は、若干減少する傾向が見られます。 

ビニール、合成樹脂、ゴム、皮革類については、排出量が増加しており、

可燃ごみにおける割合についても増加傾向にあります。 

 
図２－１－６ 可燃ごみの組成(乾燥重量比)と水分率の推移 

④ 資源化の状況 

ごみの資源化率は、平成14年度に比べると大きく増加しており、これは、

ＲＤＦ化や焼却灰の再資源化等が進んだことによるものであり、平成26年度

の資源化率は30.4％と全国平均値20.6％を大きく上回り、全国と比較して高

い水準で推移しています。 
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また、資源としての再利用率については、平成23年度に紀伊半島大水害に

よる災害廃棄物のリサイクル処理や、中間処理後の資源化方法の変更により

前年から大きく増加しましたが、集団回収や直接資源化の減少により平成18

年度以降は減少傾向にあり、平成27年度は平成14年度比-0.2％の 13.8％と

なっています。 

 
(注)資源化率は国が定義するリサイクル率のことを言い、次の数式で算出しています。 

資源化率＝
直接資源化量＋中間処理後再生利用量＋集団回収量

ごみの総処理量＋集団回収量
 

図２－１－７ 資源としての再利用率や資源化率の推移 

平成27年度の資源化量は、181千ｔで、平成18年度まで増加傾向を示していまし

たが、平成19年度以降は減少傾向となっています。特に、直接資源化量の減少が続

いており、この要因の一つとして、資源価格の高騰を背景にした再生事業者や小売店

等による資源回収の活発化が考えられます。 

 
図２－１－８ 資源化量の推移 
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多様な主体による資源回収量を把握するため、県内の小売店や古紙回収事

業者へ資源回収量の調査を行ったところ、平成23年度の 76千ｔに比べ平成

26年度は 110千ｔと大きく増加しています。 

表２－１－１ 小売店や古紙回収業者による資源回収量( 推計 ) 

 

容器包装廃棄物の資源化については、平成９年の容器包装リサイクル法の

一部施行、平成12年の完全施行により分別収集への取組市町数が増え、分別

収集量も増加傾向にありましたが、平成19年以降は減少に転じています。 

容器包装リサイクル法による分別収集計画に対する市町の実施率は、ガラ

ス、ペットボトル、段ボールについては 100％となっていますが、紙製容器

包装、白色トレイについてはそれぞれ52％、68％となっています。 

 
図２－１－９ 容器包装リサイクルに係る資源化量の推移 
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に関する法律に基づき、各市町においては小型家電のリサイクルが開始され

ており、平成27年度には20市町で携帯電話やデジタルカメラ等の回収が行

われています。 
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⑤ 最終処分 

ごみの最終処分量は、プラスチックなどの埋立ごみの減少や、ごみ処理施

設における焼却灰の資源化などにより、着実に減少を続けており、平成 27

年度は 35千ｔとなりました。そのうち、直接埋立量が17千ｔ(50％)で、焼

却残さの埋立量が8千ｔ(23％)、焼却施設以外の処理残さが９千ｔ(27％)と

なっています。 

 
(注)最終処分率は、次の数式で算出しています。 

最終処分率＝
最終処分量

家庭系ごみ排出量（災害廃棄物含む）＋事業系ごみ排出量＋集団回収量
 

図２－１－10 最終処分量と最終処分率の推移 
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⑥ 排出・処理の全体の流れ 

平成 27 年度に三重県内で発生した一般廃棄物(ごみ)の排出及び処理の全

体の流れは次のとおりです。 

 

 

 
(注) ( )内は県内ごみ排出量に対する割合です。 

図２－１－11 ごみの排出及び処理の状況(平成 27年度) 

（単位：トン／年）旧県内総ごみ排出量
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（２）処理施設の状況 

県内市町及び一部事務組合等によるごみ処理施設の施設数は、平成26年度時点

で焼却施設 17、ＲＤＦ化施設６、粗大ごみ処理施設 12、資源化施設 52 及び最終

処分場36となっています。 

焼却施設については、市町村合併等により合併前の市町で設置されているもの

が徐々に廃止統合されつつあります。また、施設の更新に伴い焼却炉に高効率発

電設備を導入する市町等が増加しており、分別方法を見直し、これまで埋立処分

していた廃プラスチック等を可燃ごみとして焼却することによりエネルギー回収

を進める市町等があります。 

最終処分場については、平成 26 年度時点の残余容量は 1,419,455m3であり、平

成26年度の年間埋立量から推計すると、残余年数は約 21年となっています。 

表２－１－２ 市町によるごみ処理施設の状況(平成 26年度時点) 
 施設の種別 施設数 処理能力等  
 焼却施設    17 2,058ｔ／日  

 ＲＤＦ化施設    ６ 473ｔ／日  

 粗大ごみ処理施設    12 433ｔ／日  

 資源化施設    52 1,033ｔ／日  

 
最終処分場    36 

全体容量 7,467,219ｍ３ 

残余容量(1,419,455ｍ３) 

 

(注)平成 26年度において新設(建設中)、休止、廃止の施設を除きます。 

市町及び一部事務組合等の施設数であり、民間施設は除きます。 

 

 
図２－１－12 ごみ焼却施設の規模別状況(平成26年度時点) 

 

また、市町におけるごみ処理経費については、ごみの排出量は減少してい

るものの処理・維持管理経費は横ばい傾向にあり、ごみの単位重量あたりの

処理経費は増加傾向にあります。近年は、施設の更新や基幹設備の改良時期

を迎える施設が多くなっており、建設・改良費についても大きく増加してい

ます。 
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図２－１－13 ごみ処理経費の状況１ 

 

 

図２－１－14 ごみ処理経費の状況２ 
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２ 県民・事業者・ＮＰＯ等団体の意識 

（１）県民の意識 

県民のごみゼロ社会実現に向けた意識・行動の変化については、平成 16

年、19 年、22 年、27 年度に、県民 7,500 人を対象とした郵送によるアンケ

ート調査を行い把握しました。なお、経年変化をみるため、設問や選択肢は

できるだけ変えずに調査を実施しています。【第２章末に「調査概要」を記載】 

 

① 現状に対する意識と行動 

平成 27年度の県民のごみに関する意識調査では、今日の使い捨て社会に対

して、「どちらかというと疑問を感じる」と回答した人の割合が 80.4％と最

も高くなっています。平成16年度の調査開始以降、概ね同様の結果となって

おり、「よくわからない」や「特に疑問は感じていない」と回答した人の割合

が若干増加傾向にあり、また、「どちらかというと疑問を感じる」と回答した

人の割合は減少傾向にあります。 

 
図２－２－１ 使い捨て社会に対する疑問 

平成 27年度の商品の容器包装に関する意識調査では、「もっと少なくてい

いと思う」と回答した人の割合の 92.4％(「とてもそう思う」と「少しそう

思う」の合計)に対して、「そうは思わない」と回答した人の割合は6.5％(「あ

まりそうは思わない」と「まったくそうは思わない」の合計)となっており、

県民の多くが商品の過剰包装に疑問を持っていることがわかります。 

年度ごとに比較すると、いずれの年も「もっと少なくていいと思う」と回

答した人の割合は90％以上となっており、その内「とてもそう思う」と回答

した人の割合については減少傾向にあります。 

 
図２－２－２ 商品の過剰包装感  
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特に疑問は感じていない どちらかというと疑問を感じる よくわからない 無回答

50.6%

59.7%

64.0%

63.7%

41.8%

34.2%

29.0%

27.5%

6.0%

4.9%

4.5%

4.2%

0.5%

0.5%

0.5%

0.8%

1.1%

0.7%

2.0%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H27

H22

H19

H16

とてもそう思う 少しそう思う あまりそうは思わない 全くそうは思わない 無回答
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一方、行動面について、「環境やごみのことは考えずに商品を選ぶか」とい

う問いに対して、平成27年度調査では「あてはまる」と回答した人の割合が

60.7％(「よくあてはまる」と「少しあてはまる」の合計)、「あてはまらない」

と回答した人の割合が 37.4％(「あまりあてはまらない」と「まったくあて

はまらない」の合計)となっています。 

年度ごとの比較では、大きな傾向の変化は見られず、「あてはまる」が60％

程度で推移しています。 

 
図２－２－３ 環境を考えない商品選び 

 

また、賞味期限切れ等による食材廃棄については、平成27年度調査におい

て、「ある」と回答した人の割合が64.2％(「よくある」と「たまにある」の

合計)、「ない」と回答した人の割合が 34.7％(「あまりない」と「ほとんど

ない」の合計)となっています。 

また、各年度の調査結果を比較すると、「ない」と回答した人の割合が若干

増加傾向にあり、食べものを大切にする意識が高まってきています。 

 
図２－２－４ 賞味期限切れ等による食材廃棄 

使い捨て社会や商品の過剰包装に対する疑問を感じる人の割合が９割程度

であるのに対して、環境を考えた商品選びや食材廃棄のない行動をとる人の

割合は４割程度となっており、社会や経済活動への疑問や不安感が必ずしも

行動につながっていないという傾向が見られます。 
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12.7%

12.7%
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② ごみ減量化の取組に対する意識 

３Ｒ( Reduce
リデュース

、Reuse
リユース

、Recycle
リ サ イ ク ル

 )の取組の優先順位については、「ごみ減量

化の取組のなかで何が大切か」という問いに対して、平成27年度調査では、

ごみの発生を減らすこと( Reduce：発生抑制 )が最も大切とする回答が、製

品等を繰り返し使うこと( Reuse：再使用 )、原材料として有効利用すること

( Recycle：再生利用 )が最も大切とする回答を大きく引き離しています。こ

の傾向は、平成16年度からあまり変化していませんが、再生利用が最も大切

とする回答が増加傾向にあります。 

各年代層においてほぼ同様の傾向が見られますが、排出抑制が最も大切と

回答した人の割合は年代が低くなるほど、再使用が最も大切と回答した人の

割合は年代が高いほど多くなる傾向があり、意識に若干の差違が見られます。 

また、各年度を比較すると、排出抑制が最も大切と回答した人の割合が低

下する傾向にあります。 

 

〈年代別〉 

 
図２－２－５ 最も大切だと思う取組  
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③ 資源化に対する意識 

資源化については、「ごみは手間やコストをかけてでも資源として有効利用

すべきか」という問いに対して、平成27年度調査では「そう思う」と回答し

た人の割合が 90.3％(「とてもそう思う」と「少しそう思う」の合計)、「そ

うは思わない」と回答した人の割合が7.3％(「あまりそうは思わない」と「ま

ったくそうは思わない」の合計)となっており、資源化に対する意識が非常に

高くなっています。この傾向は、平成16年から変化ありませんが、「そう思

う」と回答した人の割合が減少傾向にあります。 

年代別においては、どの年代でも資源化への意識が高く、「そう思う」と回

答した人の割合が90%近くありますが、特に若い年代では「とてもそう思う」

と回答した人の割合が減少傾向にあります。 

 

〈年代別〉 

 
図２－２－６ 手間やコストをかけて資源化することへの意見 
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（２）事業者の意識 

事業者のごみゼロ社会実現に向けた意識・行動の変化については、平成16

年、22年、27年度に、業種按分した県内約2,000 社を対象とした郵送による

アンケート調査を行い把握しました。なお、経年変化をみるため、設問や選

択肢はできるだけ変えずに調査を実施しています。【第２章末に「調査概要」を

記載】 

① ごみ減量化への取組 

事業者のごみ減量化への取組について、平成27年度調査の結果によると、

６割以上の事業者がごみの減量化に取り組んでいます。しかし、平成16年度

と比較すると「取り組んでいる」(「かなり取り組んでいる」と「ある程度取

り組んでいる」の合計)と回答した事業者の割合が減少傾向となっています。 

従業員規模別では、どの規模においても「取り組んでいる」と回答した事

業者の割合が「取り組んでいない」(「あまり取り組んでいない」と「全く取

り組んでいない」の合計)と回答した事業者の割合を大きく上回っており、規

模が大きくなるほど、「取り組んでいる」と回答した事業者が多く、100人以

上の事業所では、87.5％となっています。各年度においても同じ傾向を示し

ています。 

 

〈従業員規模別〉 

 
図２－２－７ 従業員規模別減量化への取組  
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② 取組の理由 

減量化に取り組む理由については、平成 27年度調査では、「企業としての

社会的責任を果たすため」と回答した事業者の割合と「経費削減のため」と

回答した事業者の割合が57.9％で同程度となりました。しかし、各年度を比

較すると「企業としての社会的責任を果たすため」と回答した事業者の割合

が減少傾向にあります。 

従業員規模別に見ても、平成27年度調査では、それぞれの規模で「企業と

しての社会的責任を果たすため」と回答した事業者が多くなっており、規模

が大きくなるほど、その傾向は強くなっています。各年度の調査についても

同様の傾向にあります。 

 

〈従業員規模別〉 

 
図２－２－８ 減量化に取り組む理由  

59.6%

8.8%

72.3%

13.1%

11.4%

0.5%

17.9%

6.2%

62.5%

8.4%

66.0%

19.8%

11.1%

5.3%

22.4%

7.1%

57.9%

5.6%

57.9%

15.9%

14.5%

0.2%

28.5%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80%

経費節減のため

イメージアップのため

社会的責任のため

法令順守のため

業界の取組のため

競合他社の取組のため

保管場所の制約のため

その他

H16調査 H22調査 H27調査（「かなり取り組んでいる」又は「ある程度取り組んでいる」

と回答した事業者数での割合 。複数回答可。）

4.8%

13.0%

11.0%

20.4%

21.3%

17.0%

16.4%

19.4%

21.0%

34.6%

30.1%

27.0%

81.0%

95.7%

89.4%

74.1%

85.1%

77.3%

65.6%

76.1%

69.2%

51.6%

57.6%

53.8%

85.7%

69.6%

64.7%

64.8%

78.7%

63.3%

59.0%
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56.4%

54.7%

58.1%

54.8%
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H16
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H22
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H16

H27

H22
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1
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以
上

3
0～

9
9人

10
～
29
人

1～
9
人

経費節減のため 社会的責任のため 保管場所の制約のため

（「かなり取り組んでいる」又は「ある程度取り組んでいる」と回答した事業者数での割合 。複数回答可。）
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一方、取り組まない理由については、平成27年度調査では「減らす努力を

するほどごみが出ないため」と回答する事業者の割合が 63.6％と最も多く、

次に「ごみ処理を一括契約しているため、ごみ量が減っても処理料金が減ら

ないため」と回答する事業者の割合が26.7％となっています。また、各年度

とも同様の傾向にあります。 

従業員規模別に見ると、平成27年度調査では「減らす努力をするほどごみ

が出ないため」と回答した事業者の割合は、規模が小さくなるほど、「ごみ処

理を一括契約しているため、ごみ量が減っても処理料金が減らないため」と

回答した事業者の割合は、100 人未満の規模では、規模が大きくなるほど高

くなっています。 

 

〈従業員規模別〉 

 
図２－２－９ 減量化に取り組まない理由  

24.7%

3.2%
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一括契約で料金が減らない

処理料金が安く効果がない

従業員の協力が得られない

ごみが出ない

事業優先

その他

H16調査 H22調査 H27調査（「あまり取り組んでいない」又は「全く取り組んでいない」

と回答した事業者数での割合。複数回答可。）
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ごみが出ない 従業員の協力が得られない 一括契約で料金が減らない

（「あまり取り組んでいない」又は「全く取り組んでいない」と回答した事業者数での割合。複数回答可。）



 

27 

 

（３）ＮＰＯ等団体の意識 

ＮＰＯ等団体のごみゼロ社会実現に向けた意識・行動の変化については、

毎年度、電子メール及び郵送によりアンケート調査を行い把握しました。な

お、経年変化をみるため、設問や選択肢はできるだけ変えずに調査を実施し

ています。【第２章末に「調査概要」を記載】 

① ごみ減量化等への取組 

平成 27年度調査では、ＮＰＯ等団体のごみ減量化等への取組については、

「生ごみ堆肥化の実施・協力」と回答した割合が 29％と最も高く、「廃食用

油のリサイクルの実施・協力」が 18％、「生ごみ堆肥化に関する住民への啓

発」が16％と続いています。また、「フリーマーケット等の開催・出展」、「ご

み減量化やリサイクル等に関する行政の施策への協力」などの活動も行われ

ています。 

経年変化においては、減量化へ取り組むＮＰＯ等団体の割合がやや減少傾

向にあります。 

 
図２－２－10 減量化への取組 

 
図２－２－11 減量化へ取り組む団体の推移 
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生ごみ堆肥化に関する住民への啓発
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レジ袋削減活動の展開

H18調査 H22調査 H27調査（複数回答可）
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64.4%
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取り組んでいる 取り組んでいない 無回答
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② 県に期待する役割 

県に期待する役割については、平成 27年度調査において、「全県的な啓発

(キャンペーン等の実施)」と回答した割合が 33％と最も高く、「情報交換の

場や機会の提供」が20％、「調査研究や情報提供」が18％と続いています。 

経年変化においては、全ての項目で減少傾向にあります。 

 
図２－２－12 県に期待する役割 
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(参考)調査概要 

プランの各主体における取組状況を把握するため、次のアンケート調査を実施

しています。 

 

「ごみゼロ社会」をめざす県民アンケート 
(以下、本文中では「県民アンケート」という。) 

 
 

 
 

 

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするた

め、ごみに対する県民の意識や考え方について調査を行った。 

調査対象：地域特性などを考慮して選んだ県内15市町から500名ずつ、合計7,500名を

選挙人名簿から無作為抽出し、調査対象とした。 

調査方法：郵送によって調査票を発送、回収。はがきによるお礼兼催促を実施。 

調査期間、回収結果： 
平成 16年 ９月 ９日～同月 24日 有効発送数 7,425 有効回収率 51.6% 

平成 19年 ９月 10日～同年 10月 ３日 有効発送数 7,408 有効回収率 49.7% 

平成 22年 ５月 21日～同年 ６月 11日 有効発送数 7,390 有効回収率 42.7% 

平成 27年 ８月 ４日～同月 21日 有効発送数 7,394 有効回収率 40.3% 

 
平成 27年調査の市町別有効回収率 

 

市町名 発送数 宛先不明 有効発送数 有効回収数 有効回収率

津市 500 15 485 252 52.0%

四日市市 500 9 491 195 39.7%

伊勢市 500 6 494 212 42.9%

松阪市 500 2 498 201 40.4%

桑名市 500 12 488 206 42.2%

鈴鹿市 500 8 492 197 40.0%

名張市 500 13 487 214 43.9%

尾鷲市 500 5 495 163 32.9%

鳥羽市 500 9 491 146 29.7%

熊野市 500 2 498 161 32.3%

志摩市 500 6 494 169 34.2%

伊賀市 500 8 492 202 41.1%

東員町 500 3 497 220 44.3%

菰野町 500 6 494 215 43.5%

紀宝町 500 2 498 201 40.4%

不明 － － － 25 －

全体 7500 106 7394 2979 40.3%
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「ごみゼロ社会」をめざす事業者アンケート(対象：企業環境ネットワーク・みえ会員約340社) 

(以下、本文中では「事業者アンケート」という。) 

 

「ごみゼロ社会」をめざす事業者アンケート(対象：県内の業種按分、無作為抽出の約2,000社) 

 

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするため、

事業所のごみ減量化等の取組状況について調査を行った。 

調査対象：三重県内のISO14001 認証取得企業や環境問題に熱心に取り組む企業を中心とし

たネットワーク「企業環境ネットワーク・みえ」の会員約340社 

調査方法：郵送・メールによって調査票を発送、回収。 

調査期間、回収結果： 
平成 18年 ５月 25日～同年 ６月 ９日 有効発送数 224 有効回収率 54.9% 

平成 19年 11月 27日～同年 12月 11日 有効発送数 318 有効回収率 33.3% 

平成 20年 ７月 24日～同年 ８月 12日 有効発送数 335 有効回収率 30.1% 

平成 21年 ７月 14日～同年 ８月 11日 有効発送数 348 有効回収率 21.8% 

平成 23年 ７月 15日～同年 ８月 ５日 有効発送数 339 有効回収率 23.0% 

平成 24年 10月 ５日～同月 26日 有効発送数 337 有効回収率 22.0% 

平成 25年 ６月 21日～同年 ７月 12日 有効発送数 336 有効回収率 21.1% 

平成 26年 ７月 17日～同年 ８月 ７日 有効発送数 328 有効回収率 34.8% 

平成 27年 ９月 28日～同年 10月 15日 有効発送数 332 有効回収率 33.1% 

平成 28年 ５月 27日～同年 ６月 10日 有効発送数 331 有効回収率 31.4% 

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするた

め、事業所のごみ減量化等の取組状況について調査を行った。 

調査対象：県内に所在する事業所のうち業種による按分を行い、無作為抽出した約2,000社 

調査方法：郵送によって調査票を発送、回収。はがきによるお礼兼催促を実施。 

調査期間、回収結果： 
平成 16年 11月 12日～同月 30日 有効発送数 2,444 有効回収率 42.5% 

平成 22年 ５月 31日～同年６月 21日 有効発送数 1,864 有効回収率 29.9％ 

平成 27年 ８月 ３日～同年８月 21日 有効発送数 1,899 有効回収率 35.1％ 

平成 27年調査の業種別･従業員規模別有効回収率 
 

 

 

業種名 発送先 宛先不明 有効発送数 有効回収数 有効回収率

農林漁業 50 3 47 24 51.1%

建設業 300 11 289 80 27.7%

製造業 300 7 293 85 29.0%

電気・ガス・熱供給・水道業 50 0 50 25 50.0%

運輸・情報通信業 100 4 96 37 38.5%

卸売・小売業、宿泊業、飲食店 500 37 463 118 25.5%

金融・保険・不動産業 150 12 138 43 31.2%

サービス業 500 16 484 175 36.2%

その他 50 11 39 66 169.2%

業種名未記入分 - - - 14 -

全体 2,000 101 1,899 667 35.1%

従業員数 発送先 有効回収数 有効回収率

1～9人 1,522 467 30.7%

10～29人 341 97 28.4%

30～99人 112 69 61.6%

100人以上 25 24 96.0%

無回答 － 10 －
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「ごみゼロ社会」をめざすＮＰＯ等団体アンケート 

(以下、本文中では「ＮＰＯ等団体アンケート」という。) 

 
 

ごみゼロプラン推進に関する市町の取組状況調査 

(以下、本文中では「市町取組状況調査」という。) 

民間資源回収量調査 

  

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするため、

ＮＰＯ等団体のごみ減量化等の取組状況について調査を行った。 

調査対象：県内ＮＰＯ認証団体のうち、定款から「環境」に関連すると判断した団体およ

びごみゼロ交流会など「ごみゼロ」の取組に協力いただいている200団体程度 

調査方法：郵送によって調査票を発送、回収。はがきによるお礼兼催促を実施。 

調査結果、回収結果： 
平成 18年 ５月 25日～同年 ６月 ９日 有効発送数 82 有効回収率 41.5% 

平成 19年 11月 27日～同年 12月 11日 有効発送数 85 有効回収率 32.9% 

平成 20年 ７月 24日～同年 ８月 12日 有効発送数 90 有効回収率 41.1% 

平成 21年 ７月 14日～同年 ８月 11日 有効発送数 94 有効回収率 43.6% 

平成 22年 ８月 ３日～同年 10月 15日 有効発送数 174 有効回収率 55.7% 

平成 23年 ７月 19日～同年 ８月 ８日 有効発送数 225 有効回収率 40.0% 

平成 24年 10月 ５日～同月 26日 有効発送数 210 有効回収率 36.2% 

平成 25年 ６月 21日～同年 ７月 12日 有効発送数 211 有効回収率 29.9% 

平成 26年 ７月 17日～同年 ８月 ７日 有効発送数 190 有効回収率 32.6% 

平成 27年 ８月 ３日～同年 ８月 21日 有効発送数 171 有効回収率 28.7% 

平成 28年 ５月 27日～同年 ６月 10日 有効発送数 181 有効回収率 28.7% 

調査目的：民間事業者による資源回収が普及してきており、市町が行う回収以外の資源

ごみの流通量を把握するため、回収量の調査を行った。 

調査対象：県内の古紙回収事業者27社(平成24年度調査時は14社)、県内のスーパーマー

ケット等店頭回収を行っている事業者214社(平成24年度調査時は242社) 

調査方法：郵送によって調査票を発送、回収。はがきによるお礼兼催促を実施。 

調査期間、回収結果： 
古紙回収事業者 

平成 24年 12月 27日～平成 25年１月18日 有効発送数  14 有効回収率 78.6% 

平成 27年 ８月 ３日～同年 ８月 21日 有効発送数  27 有効回収率 51.9％ 

スーパーマーケット等小売店 

平成 24年 12月 27日～平成 25年１月18日 有効発送数 228 有効回収率 71.1% 

平成 27年 ８月 ３日～同年 ８月 21日 有効発送数 208 有効回収率 48.1% 

調査目的：「ごみゼロ社会実現プラン」に基づく取組を推進するための基礎資料とするため、

市町のごみ減量化等の取組状況について調査を行った。 

調査対象：県内全29市町 (平成 16年度の合併前は旧全市町村) 

調査方法：メールにより調査票を発送、回収。 

調査期間、回収結果： 
平成 16年度より毎年県内全市町村に対して実施、回収率：100％ 
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第３章 各基本方向の取組状況 

拡大生産者責任の徹底 基本方向１ 

ごみの発生・排出抑制については、廃棄物のより少ない商品の製造・販売、再

使用や再利用をしやすい製品の製造・販売を行う立場にある製造者や流通・販売

事業者等のごみ減量化に向けた取組が必要です。 

(取組の現状) 

基本取組１－１ 拡大生産者責任と費用負担のあり方の検討 

１ 県の取組状況 

(１)拡大生産者責任に基づく取組促進のための国への提言 

「国の予算編成等に関する提言・要望」として「ごみゼロ社会の実現に向

けた施策の推進」について、国へ要望を行いました(平成 18 年度～平成 23

年度)。 

【提言・要望要旨】（平成23年度国の予算編成等に関する提言・要望） 

ごみゼロ社会の実現に向けて、拡大生産者責任の徹底による３Ｒの促進、リサイクル制

度の改正による不法投棄の防止など、特に地上デジタルテレビ放送への移行に伴うブラウ

ン管テレビの不法投棄の防止対策を積極的に推進されたい。 

【具体的な提言・要望事項】（概要） 
１ 拡大生産者責任の考え方を徹底し、製造事業者に対して再使用・再商品化が可能な製品

開発を積極的に促進するなど、経済活動全般における製造段階からの発生抑制への取組を

促進すること（春） 

２ 廃家電４品目についての不法投棄対策としてリサイクル料金の販売時負担方式への制

度改正を行うこと（春、秋） 

３ 地上デジタルテレビ放送への移行によりブラウン管テレビの排出が急速に進むに伴い、

不法投棄の大幅な増加が懸念されることから、家電リサイクル法に基づいた適正排出を促

進するための普及啓発や不法投棄に有効な対策を講ずること（秋） 

 

また、全国知事会からも毎年「国の施策並びに予算に関する提案・要望」と

して、拡大生産者責任に基づく取組促進に向けて提案･要望を行っています。 

 

 

 

 

 

 

  

【提言・要望内容】（平成27年度国の施策並びに予算に関する提案・要望） 

拡大生産者責任の考え方を重視し、生産者が製品の循環的な利用や適正な処分 を推進するよ

う、現行各種リサイクル法が適用されない製品についても、リサイ クルシステムを早急に構築

するとともに、必要に応じて各種製品に見合った処理 費用の前払い方式やデポジット制度を導

入し、広く国民に対して、「リデュース・ リユース・リサイクル」の普及について取り組むこ

と。 
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基本取組１－２ 拡大生産者責任に基づく取組の推進 

１ 事業者の取組状況 

(１)グリーン購入など環境配慮型の消費行動 

事業者がより環境に配慮した製品やサービスを供給することを促進するた

め、多くの事業者でグリーン購入など環境配慮型の消費行動が行われています。

また、一部の事業者が再資源化の回収ルート構築やリサイクル技術の開発、自

主的な取組による回収システムの構築について取り組んでいます。 

図３－１－１ 拡大生産者責任に基づく取組に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 ) 

 

２ 県の取組状況 

(１)グリーン購入の積極的な導入（物品、役務、公共工事等） 

三重県では、全組織において平成11年度から物品のグリーン購入について

取り組み、13年度に「みえ・グリーン購入基本方針」を策定し、14年度から

は公共工事及び役務についても調達目標を定め、事業者としての取組を推進し

ています。さらに、県独自の取組として「三重県リサイクル製品利用推進条例」

や県産材利用推進のための「三重の木」制度による認定製品の優先購入を行っ

ています。 

また、平成14年度から愛知県、岐阜県、三重県、名古屋市において「東海

三県一市グリーン購入キャンペーン」を実施しており、多くの小売事業者や環

境配慮事業者の協力により、店舗における啓発物品の提示やコーナーの設置、

広報活動を行い、消費者のグリーン購入の普及と定着を図りました。 
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事業系ごみの総合的な減量化の推進 基本方向２ 

事業系ごみについては、総排出量が平成 14年度に比べ大きく減少しましたが、

費用負担のあり方や家庭ごみへの混入、分別の不徹底といった問題を抱えており、

減量化対策の一層の推進が求められています。 

(取組の現状) 

基本取組２－１ 事業系ごみ処理システムの再構築 

１ 事業者の取組状況 

(１)事業系ごみの減量・資源化対策の実施 

多くの事業者で、ごみ減量化計画の策定や廃棄物の減量・資源化対策が実施

され、ごみの減量化に向けて取り組まれています。 

 

 

 

 

 

 

図３－２－１ 事業系ごみ処理システムの再構築に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 ) 

２ 市町の取組状況 

(１)事業系ごみの処理料金見直し 

平成 15年度以降24市町で事業系ごみの処理料金が見直されており、直近で

は平成26年度に 8市町（四日市、伊勢市、鳥羽市、熊野市、志摩市、明和町、

玉城町、度会町）で、平成27年度には２市（松阪市、亀山市）で値上げが実

施されています。また、その他５市町で見直しに向けた検討が行われています。 

表３－２－１ 市町における事業系ごみ処理料金値上げ状況 ( H28市町取組状況調査 ) 

実施年度 市町 備考 

平成15年度 伊賀市  

平成16年度 津市、志摩市、朝日町、川越町  

平成17年度 四日市市、伊勢市、明和町、玉城町、南伊勢町、度会町  
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実施年度 市町 備考 

平成18年度 鈴鹿市、鳥羽市、紀北町  

平成19年度 名張市、  

平成20年度 
桑名市、名張市、いなべ市、木曽岬町、東員町、朝日町、

川越町 

 

平成21年度 松阪市  

平成22年度 ―  

平成23年度 ―  

平成24年度 伊勢市、明和町、玉城町、度会町  

平成25年度 尾鷲市  

平成26年度 
四日市市、伊勢市、明和町、玉城町、度会町、熊野市 

鳥羽市、志摩市 

上段の市町は消費税増に

伴う値上げ 

平成27年度 松阪市、亀山市  

(２)排出事業者や許可業者に対するごみの減量化･分別指導、搬入計画提出義務

化や搬入時の立会実施 

多くの市町では、排出業者や許可業者による適正な処理が行われるよう搬入

時の立会等により減量化･分別の指導や搬入制限が行われています。また、搬

入計画の提出の義務付けや一般廃棄物処理計画へ事業系ごみに関する数値目

標を設定する市町が増加傾向にあり、事業系ごみ対策は引き続き積極的に実施

されています。 

図３－２－２ 事業系ごみ処理システムの再構築に関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全 29市町 )  
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３ 県の取組状況 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援 

「事業系ごみの減量化・資源化に関する検討事業：伊勢市」(補助金：1,024千円) 

 H22 モデル事業 

燃えるごみ減量化の課題となっている生ごみの有効活用を進めるため、

事業者から排出される燃えるごみの組成調査や事業者に対する燃えるごみ

の減量・資源化に関する意識調査(アンケート)を実施しました。 

 

基本取組２－２ 事業系ごみの発生・排出抑制 

１ 事業者の取組状況 

(１)ISO14001 や M-EMS をはじめとする環境マネジメントシステムの取得・運用 

事業系ごみの発生・排出抑制のため、学習会の実施やＱＣ活動によるごみ減

量対策の推進、ISO14001 や M-EMS をはじめとする環境マネジメントシステム

の取得・運用が多くの事業者で進められています。 

図３－２－３ 事業系ごみの発生･排出抑制に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 ) 

 

２ 市町の取組状況 

(１)ごみの減量化・分別の指導 

排出業者や許可業者に対し、減量化・分別の指導を実施している市町が多く

なっています。一方、「自主情報公開制度」に関連する取組は進んでいません

が、搬入時の立会等による減量化・分別指導が多くの市町で行われており、啓

発･情報提供に取り組む市町数は増加傾向にあります。 
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図３－２－４ 事業系ごみ処理の発生･排出抑制に関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全 29市町 ) 

３ 県の取組状況 

(１)ISO14001 等環境マネジメントシステムの認証取得促進 

ごみ減量化を含めた事業者の自主的な環境負荷低減の取組を促進するため、

企業等のISO14001 等の認証取得を促進しました。M-EMS(ミームス：三重・環

境マネジメントシステム・スタンダード。小規模事業者にも取り組みやすい環

境マネジメントシステムの制度)取得事業者数は順調に伸び、平成27年度末に

累計登録件数337社となり、特に中小企業に向けての導入が進みました。 

ISO14001の認証取得状況(累計)         M-EMS の認証取得状況(累計) 

図３－２－５ 三重県内のISO14001 及び M-EMSの認証取得状況 

(２)伊勢志摩サミットを契機としたコンビニエンスストアのごみ箱店内移設 

屋外に設置されたごみ箱では、分別が不十分なために資源として再利用でき

るものが捨てられている現状があることから、資源回収の一層の推進による資

源循環の地域づくりを進めるため、コンビニエンスストアの屋外に設置された

ごみ箱の店内移設に取り組みました。 

本取組は、伊勢市、鳥羽市、志摩市、南伊勢町の４市町をモデル地域とし、

市町やコンビニエンスストアとの協創により平成27年 11月から平成28年５

月までの間行われ、モデル地域内のコンビニエンスストア73店舗（76店舗中）

でごみ箱が店内に移設されました。 
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本取組を実施したコンビニエンスストアにアンケートを行った結果、店内移

設した９割以上の店舗でごみの量が減少しており、約７割の店舗で分別マナー

の向上が見られました。また、ごみ箱の店内移設を継続する意向の店舗が８割

以上となっています。 

 

ごみ箱のごみ量削減率                          分別マナーの変化 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ箱の店内移設を今後も継続したいか 

図３－２－６ 取組を行ったコンビニエンスストアへのアンケート結果 

( アンケート回答 64店舗/73店舗中 87.6% ) 

 

 

基本取組２－３ 事業系ごみの再利用の促進 

１ 事業者の取組状況 

(１)事業系ごみの再資源化推進 

多くの事業者が、紙やシュレッダー屑、段ボールの有価回収等により紙ごみ

の再資源化に取り組んでいます。また、小売業や宿泊業等、多量の食品廃棄物

が発生する事業者では、生ごみの飼料化や堆肥化の取組が行われています。 
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図３－２－７ 事業系ごみの再利用の促進に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 ) 

 

２ 県の取組状況 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援 

「事業系ごみの減量化手法検討調査：鳥羽市」（補助金：2,147 千円） 

 H18 モデル事業 

鳥羽市はホテル・旅館が多く事業系ごみが非常に多く排出されるため、

事業者の取組が重要となっています。事業者によるごみ減量化の取組の実

効性を高めるために商工会議所と連携して事業系ごみの減量化手法検討調

査を行いました。 

 

「事業系ごみ（食品廃棄物）再資源化システム検討事業：鳥羽市」 

（補助金：2,016千円） 

 H20 モデル事業 

鳥羽市は、平成18年度にモデル事業として実施した「事業系ごみの減量

化手法検討調査」を踏まえ、平成20年度は食品廃棄物の減量化・リサイク

ルループを構築するため、商工会議所等と連携してモデル事業所を選定し、

事業系ごみの再資源化に向けたシステムの検討・実証事業を行いました。 
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リユース(再使用)の推進 基本方向３ 

リユースは、ごみの発生・排出を抑制するうえで、非常に重要かつ効果的な取

組ですが、自治体や地域のレベルでの取組は十分とは言えません。今後は、｢使い

捨て・リサイクルからリユースへ｣という大きな流れをつくる必要があります。 

（取組状況） 

基本取組３－１ 不用品の再使用の推進 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)フリーマーケット等の開催、出展や不用品リサイクルに関する情報提供・

情報交換の仕組み作り 

リユース(再使用)の推進に向けた取組では、フリーマーケット等の開催・出

展に取り組む団体が比較的多く、一部の団体において、不用品リサイクルに関

する情報提供・情報交換の仕組みづくりや、おもちゃ病院の開院等、修理教室、

リフォーム教室等の実施が継続して行われています。 

図３－３－１ 不用品の再使用の推進に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 180 ) 

 

 

２ 市町の取組状況 

(１)フリーマーケット等の開催支援 

多くの市町で、フリーマーケット等の開催、会場提供等の支援、開催等に係

る情報提供や不用品のリサイクルに関する情報提供等を行っており、修理教室

やリフォーム教室、不用品の修理･販売への取組も比較的多くなっています。 
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図３－３－２ 不用品の再使用の推進に関する市町取組状況調査の結果 

(対象 全29市町 ) 

 

基本取組３－２ リターナブル（リユース）容器の普及促進 

１ 事業者の取組状況 

(１)環境に配慮したエコイベントへの参加・協力 

事業者団体や市町、県が実施する環境展への出展

等、環境に配慮したエコイベントへの事業者の参

加・協力が行われていますが、一部にとどまってい

ます。 

 

 

図３－３－３ リターナブル容器の普及促進に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 )  
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２ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)環境に配慮したエコイベントシステムの導入・実施 

一部のＮＰＯ等団体において、イベント等におけるリターナブル容器の利用

や環境に配慮したエコイベントシステムの導入･実施に取り組まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３－３－４ リターナブル容器の普及促進に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成28年度の対象 約180 ) 

３ 県の取組状況 

(１)エコイベントマニュアルを整備し、環境に配慮したイベントの推進 

イベントでのリユース食器の使用については、プランにおいて重要な取組の

一つとして提案されており、従前の｢エコイベントマニュアル｣を県関係箇所の

協力を得て、平成17年 10月と平成22年４月に改訂しました。このマニュア

ルに基づき、リーディング産業展みえ等ではエコイベントとなるよう環境に配

慮していますが、リターナブル容器の利用については、コスト等の課題があり

取組が広がっていません。 

 

基本取組３－３ リースやレンタルの推進 

１ 事業者の取組状況 

(１)事業活動におけるレンタルやリースの活用 

事業活動において、業務用コピー機や書籍のレン

タル、リースを活用する事業者は比較的多くなって

います。 

 

 
 

図３－３－５ リースやレンタルの推進に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 ) 
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基本取組３－４ モノの長期使用の推進 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)製品等の修理・修繕に関する住民への啓発 

一部のＮＰＯ等団体において、おもちゃの病院や

リサイクルパークの活動を通じて、製品等の修理・

修繕に関する住民への啓発が行われています。 

  

 

図３－３－６ モノの長期使用の推進に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 180 ) 
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容器包装ごみの減量・再資源化 基本方向４ 

容器包装ごみ（紙・プラスチック）は家庭ごみの約２割（湿重量比、容積比で

は約５割）を占めており、ごみ減量化のためには容器包装ごみをいかに減らすか

が大きな鍵となります。 

(取組状況) 

基本取組４－１ 容器包装リサイクル法への対応 

１ 市町の取組状況 

(１)容器包装リサイクル法に対応した分別収集計画の整備、実施 

平成 27(2015)年度の容器包装の分別収集実施率は、紙製容器包装やプラス

チック製容器包装以外の品目は約９割以上となっています。 

表３－４－１ 分別収集計画および実施状況 

品目 

平成 17年度 平成 27年度 

計画 

市町数 

実施 

市町数 

実施率 

(％) 

計画 

市町数 

実施 

市町数 

実施率 

(％) 

無色のガラス製容器 29 28 96.6 29 29 100 

茶色のガラス製容器 29 28 96.6 29 29 100 

その他の色のガラス製容器 28 28 100 28 28 100 

紙製容器包装 28 9 32.1 27 14 51.9 

ペットボトル 29 29 100 29 29 100 

プラスチック製容器包装 26 12 46.2 28 23 82.1 

白色トレイ 26 13 50.0 19 13 68.4 

スチール製容器 29 29 100 28 25 89.3 

アルミ製容器 29 29 100 29 26 89.7 

飲料用紙製容器 29 24 82.8 29 27 92.1 

段ボール製容器 29 27 93.1 29 29 100 

２ 県の取組状況 

(１)容器包装リサイクル法の完全実施に向けた三重県分別収集促進計画の策定 

容器包装リサイクル法に基づき、県内の29市町において、第７期（平成26

～30年度分）の分別収集計画が策定されました。 

これをふまえて、第７期三重県分別収集促進計画を平成26年３月に策定し

ました。 
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 第７期三重県分別収集促進計画  

【基本方向】「第７期三重県分別収集促進計画」では、循環を基調とした持続的発展可

能な社会の構築をめざし、容器包装廃棄物の分別収集の促進について、次の

事項を基本的に推進していきます。 

(1) 平成 23 年３月に改訂した「ごみゼロ社会実現プラン」を踏まえ、プランの

取組の基本方向をもとに、ごみの減量化・リサイクルを推進します。 

(2) 各市町が取り組む分別収集の対象品目及び収集量を拡大します。 

(3) 循環型社会における廃棄物処理の優先順位(①発生抑制、②再使用、③再生

利用、④熱回収、⑤適正処分)をふまえて適正なごみ処理を進めます。 

【計画期間】平成26年４月～平成31年３月 

【計画対象となる容器包装廃棄物】法に規定する 10 品目(無色のガラス製容器、茶色

のガラス製容器、その他の色のガラス製容器、紙製容器包装、ペットボトル、

プラスチック製容器包装(白色トレイ)、スチール製容器、アルミ製容器、飲

料用紙製容器、段ボール製容器) 

 

容器包装リサイクル法に基づき、市町による資源ごみの分別収集が行われて

いますが、収集量は種類ごとで見ると、プラスチック製容器包装が増加してい

るものの、その他の品目は現状維持や減少傾向にあります。 

表３－４－２ 容器包装リサイクル法の分別収集実績  (単位：ｔ) 

品目 

平成 17年度 平成 27年度 

計画見込

み量 

分別収集

実績 

実績/計

画見込み

量 

計画見込

み量 

分別収集

実績 

実績/計

画見込み

量 

無色のガラス製容器 6,755 4,626 68.5％ 4,814 4,440 92.2％ 

茶色のガラス製容器 6,452 4,458 69.1％ 4,496 4,100 91.2％ 

その他の色のガラス製容器 2,869 2,166 75.4％ 1,510 1,517 100.5％ 

紙製容器包装 8,627 1,237 14.3％ 3,577 283 7.9％ 

ペットボトル 3,795 3,239 85.3％ 3,040 2,688 88.4％ 

プラスチック製容器包装 14,390 7,025 48.8％ 11,622 12,887 110.9％ 

白色トレイ 857 81 9.5％ 77 49 63.6％ 

スチール製容器 9,078 6,485 71.4％ 2,038 761 37.3％ 

アルミ製容器 2,517 1,767 70.2％ 931 657 70.6％ 

飲料用紙製容器 520 350 67.3％ 285 173 60.7％ 

段ボール製容器 12,292 10,353 84.2％ 10,566 6,527 61.8％ 

合計 68,152 41,706 61.2％ 42,956 34,083 79.3％ 
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図３－４－１ 市町による容器包装ごみの分別収集量の推移 

 

 

基本取組４－２ 容器包装の削減・簡素化の推進 

１ 事業者の取組状況 

(１)容器包装の削減・簡素化のための工夫や改善 

容器包装の削減・簡素化のための工夫や改善につ

いて、通い箱の導入による包装容器や梱包材の削減、

製造工程の見直しによる製品ロスの削減等、容器包

装使用量の削減の積極的な取組が行われており、容

器包装リサイクル法への理解・協力が進んでいます。 

 

 

図３－４－２ 容器包装の削減･簡素化の推進に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 )  
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２ 市町の取組状況 

(１)事業者や県民と連携したレジ袋有料化への取組 

レジ袋有料化の取組については、伊勢市において平成19年９月 21日から主

要スーパーマーケット全店で実施されて以降、他市町へ水平展開し、現在県内

全市町（事業者による自主的な取組を含む）で取り組まれています。 

表３－４－３ レジ袋有料化の実施状況 

「事業者－県民－行政」間の協定方式 

レジ袋有料化導入期日 自治体名 

平成19年９月21日導入  伊勢市 

平成20年７月１日導入  名張市・伊賀市 

平成20年９月１日導入  鈴鹿市・亀山市 

平成20年10月１日導入 桑名市・いなべ市・木曽岬町・東員町 

平成20年11月11日導入 松阪市・多気町・明和町・大台町・玉城町・大紀町 

平成21年１月23日導入 鳥羽市・志摩市・南伊勢町 

平成21年２月１日導入  度会町 

平成21年４月１日導入 熊野市・御浜町・紀宝町 

平成21年４月１日導入 津市 

平成21年９月１日導入  尾鷲市・紀北町 

平成22年４月１日導入  四日市市・朝日町・川越町 

  

事業者独自の取組によるレジ袋有料化 

平成24年４月１日導入  菰野町 

 

 

３ 県の取組状況 

(１)レジ袋有料化等への支援 

平成 19年４月に施行された改正容器包装リサイクル法を受けて、小売業者

の「レジ袋の有料化」や「マイバッグの配布」等の容器包装廃棄物の排出抑制

に向けた取組や消費者の容器包装廃棄物の排出抑制の促進に係る意識向上が

求められている中、市町中心のレジ袋削減に関する協議会等の設置・運営への

協力や協定締結に参加するとともに、ごみゼロレポートや県のホームページに

おいて情報を発信し、県内全域の取組となるよう促進しました。 
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生ごみの再資源化 基本方向５ 

生ごみは、家庭ごみの多くを占めており、その発生・排出抑制とともに再資源

化が大きな課題となっております。また、県民の意識や関心が高く、効果的に実

践活動につなげていく必要があります。 

(取組状況) 

基本取組５－１ 生ごみの堆肥化・飼料化 

１ 事業者の取組状況 

(１)事業系食品廃棄物の堆肥化・飼料化等、再資源化への取組 

多量の食品廃棄物が

発生する事業者等、一部

で生ごみの収集運搬や

堆肥化の実施、出来た堆

肥等の利用が行われて

います。 

 

 

 

図３－５－１ 生ごみの堆肥化･飼料化に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 ) 

 

２ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)地域住民との協働による生ごみの堆肥化 

比較的多くのＮＰＯ等団体において、生ごみ堆肥化事業の実施･協力が行わ

れており、生ごみ堆肥化に関する啓発や地域活動に伴うネットワークづくり、

生ごみの水切りの実施･協力についても一部で積極的に取り組まれていますが

取り組む団体の割合は減少傾向にあります。 
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図３－５－２ 生ごみの堆肥化･飼料化に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 180 ) 
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ています。 
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図３－５－３ 生ごみの堆肥化･飼料化に関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全 29市町 ) 

 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援（再掲） 

「生ごみ堆肥化システムの実証試験：紀宝町」（補助金：3,685 千円） 

 H17 モデル事業 

生ごみ堆肥化の取組を町全域に展開するため、町内で生ごみ等を分別収

集するモデル地区を設定し、実験処理施設を整備して生ごみ堆肥化に係る

実証試験事業を行いました。 

 

「リサイクルパーク整備事業：鳥羽市」（補助対象事業費：10,956千円） 

 H18 モデル事業 

家庭の生ごみの発生・排出抑制とリサイクルを推進するために、計画段

階から市民の意見を取り入れ、ＮＰＯが主体となった「リサイクルパーク」

を整備しました。資源物の回収拠点や環境教室等を併せて設置することに

より、ごみの減量化とリサイクルを通じた市民の交流の場となることもめ

ざしました。 
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「島内における資源循環モデル検討事業：鳥羽市」（補助金：5,442千円） 

 H21 モデル事業 

鳥羽市では、菅島、坂手島、神島にそれぞれ炭化式生ごみ処理機が設置

されており、施設のメンテナンス費用や処理後の残さを鳥羽市の施設で焼

却するための運搬費等が発生する状況となっていました。 

こうしたことから、鳥羽市では廃棄物の収集運搬コストの削減や温室効

果ガスの削減をめざし、住民・自治会・行政等が連携して、生ごみのリサ

イクルループ(地域循環)の構築に向けた資源循環の仕組みを検討・推進し

ました。 

その結果、平成22年３月に堆肥化生ごみ処理機を設置し、できた堆肥を

島内で使用する取組を開始しました。 

 

「地域密着型生ごみ・資源物の回収、資源化システム構築検討事業：大台町」 

（補助金：4,515千円） 

 H22 モデル事業 

生ごみの有効利用を進めるため、地域ごとに生ごみの堆肥化に取り組む

グループを育成し、できた堆肥で野菜等の栽培、栽培された野菜等の消費、

野菜くず等生ごみの堆肥化、といった地域で循環するシステムの構築に取

り組みました。 

また、粗大ごみをリユース、リサイクルすることで不用物として排出さ

れた物品の有効利用を図るとともに、壊れたものを修理できる人材の募集

を行い、「リサイクルクラブ」を設立し再利用を進めました。 

 

「生ごみ・草木類の回収及び資源化システムの実証実験事業：名張市」 

（補助金：1,461千円） 

 H22 モデル事業 

平成 21年度に策定した第３次アクションプログラムの中心課題であり、

ごみの減量化及び資源化の推進に不可欠である生ごみ及び草木類の資源化

における課題の検証や対応策等を検討するための実証実験を行いました。 

(２)｢もったいない名人テキスト｣の活用 

生ごみの減量化や資源化を進めるため、小学生を中心とした子どもたちにご

み問題の現状から実際の行動事例までをわかりやすく伝えることで、各家庭で

の自発的な取組を進めてもらうため、「みんなでめざそう！もったいない名人」

テキスト(以下、「もったいない名人テキスト」という。) を活用した出前授業

を実施し、他市町への水平展開を進めています。 

「もったいない名人テキスト」は、市町が実施する小学生への環境学習やご

み処理施設の見学、事業者工場の見学、イベントをはじめ、ＮＰＯ等団体が実

施するイベントや県が進める小学生への出前授業等、幅広く活用されています。 
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基本取組５－２ 生ごみのエネルギー利用 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)廃食油のリサイクルの実施・協力 

一部のＮＰＯ等団体においてＢＤＦ製造等、廃食

油のリサイクルの実施・協力が行われています。 

 

 

 

図３－５－４ 生ごみのエネルギー利用に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象約180 ) 

 

 

基本取組５－３ 生ごみの生分解性プラスチック等への活用 

県民や事業者、ＮＰＯ等団体、市町、県の協働により生ごみの堆肥化や飼料

化、その資源循環の仕組みづくりの他、生ごみを含むバイオガス化の検討が進

められていますが、生ごみを原料とした生分解性プラスチックの研究開発等は

進みませんでした。 
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産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量化の推進 基本方向６ 

ごみ減量化の取組については、企業や県民、ＮＰＯなど民間の主体の活力を生

かす視点も重要ですが、現状ではこうした取組は地域に根付いていません。今後

は、福祉や地域コミュニティの再生など地域社会のニーズや課題とマッチングさ

せるとともに、ビジネスの観点から取り組むことも重要です。 

(取組状況) 

基本取組６－１ ローカルデポジット制度の導入 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)飲料容器デポジット制度の導入・運用 

一部のＮＰＯ等団体では、飲料容器回収機による

ポイント制度等、飲料容器デポジット制度の導入・

運用が行われています。 

 

 

 

図３－６－１ ローカルデポジット制度の導入に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 180 ) 

 

 

基本取組６－２ 障がい者や高齢者等のごみゼロ活動への参画促進 

１ 県の取組状況 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援（再掲） 

「福祉・地域づくりと一体となったごみ収集システム等検討事業：名張市」 

（補助金：422千円） 

 H21 モデル事業 

名張市では、効率的なごみ収集システムの構築をめざし、地域住民やＮ

ＰＯ等と連携して、ごみの戸別収集方式からステーション方式への変更と

高齢者支援について、検討・試行を進め、あわせて、ごみ減量に向けた生

ごみ・草木類の分別収集や資源化についての検討を行いました。 
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基本取組６－３ ごみゼロに資する地域活動の活性化促進 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)ごみ減量化やリサイクル等地域活動の実施 

産業・福祉・地域づ

くりと一体となったご

み減量化の推進の取組

状況については、生ご

みの堆肥化をはじめと

するごみ減量化やリサ

イクル等地域活動の実

施や、行政の施策への

協力が比較的多くなっ

ています。 

図３－６－２ ごみゼロに資する地域活動の活性化促進に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成28年度の対象 約180 ) 

 

基本取組６－４ 民間活力を生かす拠点回収システムの構築 

１ 事業者の取組状況 

(１)小売店店頭や再生事業者によるリサイクルステーション等における資源 

回収の実施 

スーパーマーケットやショッピングセンター等の小売店店頭の拠点や再生

事業者では、事業者による資源物の回収が実施されています。スーパーマーケ

ット等や古紙回収事業者に対して回収量の調査を行ったところ、平成23年度

の回収量（推計値）は75,861t でしたが、平成26年度の回収量（推計値）は

110,130t と大きく増加しており、事業者による資源物回収が活発になってい

ると考えられます。 

 

表３－６－１小売店や古紙回収業者の資源回収量（ 推計 ） 
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２ 市町の取組状況 

(１)小売店店頭や再生事業者によるリサイクルステーションなどにおける資源 

回収の実施 

多くの市町においては、スーパーマーケット等で資源回収が行われており、

市町の回収ステーションや資源の拠点回収として位置づけを行っているのは

４市町となっています。 

表３－６－２ 店頭回収システムの各市町の取り扱い ( H28市町取組状況調査 ) 

市町の取り扱い 市町数 

市町の回収ステーションという位置づけで 

市町が一般廃棄物として収集処理している 
１ 

スーパーの駐車場等で資源回収を実施している 

（管理を業者に委託し、市の拠点回収という位置づけ） 
４ 

スーパー等が事業の一環として店頭回収を実施し、回収したものは 

スーパー等が資源として有効利用できるものを選別し売却している 
20 

把握している限りでは、スーパー等の店頭回収は実施していない ６ 

基本取組６－５ サービス産業の仕組みを生かしたリサイクル 

一部の事業者では、宅配サービス時に資源物の回収を同時に行うサービスや

市町と連携し宅配便を利用した小型家電の回収を行う等、サービス産業の仕組

みを生かしたリサイクルの取組が行われていますが、取組があまり広がってい

ません。 

基本取組６－６ 埋立ごみの資源としての有効利用の推進 

１ 県の取組状況 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援（再掲） 

 

「埋立ごみ（ガラス・陶磁器くず）の分別収集システム検討：伊勢市」 

（補助金：905千円） 

 H19 モデル事業 

伊勢市では、最終埋立処分されるごみの削減をめざして、今まで埋立ご

みとなっていたガラス・陶磁器類について、リサイクル処理するルートを

確保することで、新たな分別収集区分による回収を実施しました。 

その実施に合わせて、資源ごみの回収・売却とともに埋立ごみ（ガラス・

陶磁器くず）の回収を地域住民が主体的・自立的に担う取組に対して、市

が支援する集団回収ステーションの仕組みをモデルとして構築しました。 
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公正で効率的なごみ処理システムの構築 基本方向７ 

市町のごみ処理業者については、県民の関心の高まりとともに、ごみ処理にお

ける各主体の役割分担や費用負担の面からも、住民の理解と協力が得られるよう

な仕組みが求められており、より公正で効率的なごみ処理システムを構築するこ

とが不可欠となっています。 

(取組状況) 

基本取組７－１ ごみ処理の有料化等経済的手法の活用 

１ 市町の取組状況 

(１)家庭系ごみの有料化 

ごみの排出抑制と処理経費の負担の公平化のため、家庭系ごみの有料化*に

よる経済的手法の導入が進められています。 

家庭系ごみの有料化は平成20年度までに７市町で導入されており、平成25

年４月から１市（尾鷲市）で導入されたほか、９市町で導入に向けた検討が予

定されています。 

県内の家庭系ごみの有料化実施率は、平成27年度に 27.6％( ８市町/29市

町 )となっており、平成 26 年度の全国の有料化実施地方公共団体率 63.4％

( 1,104 市区町村/1,741 市区町村 )*を大きく下回っています。 

 
＊ 平成 27 年度環境省実施の「一般廃棄物の排出及び処理状況等（平成 26 年度）につい

て」から引用。粗大ごみ及び直接搬入ごみを除く家庭系ごみ処理の手数料が有料又は

一部有料の自治体の割合。 

 

表３－７－１ 家庭系ごみ有料化の実施状況等 （H28市町取組状況調査） 

実施年度 市町 備考 

昭和 50年 木曽岬町  

平成５～14年 志摩市 合併前の旧５町がそれぞれ有料化を実施 

平成９年 桑名市  

平成 13年 南伊勢町  

平成 18年 鳥羽市、伊賀市  

平成 20年 名張市  

平成 24年 尾鷲市  

* 家庭系ごみの有料化：市町が一般廃棄物処理についての手数料を徴収する行為 

 

 



 

57 

 

＜凡例：色＞

：有料化実施

：指定ごみ袋導入

(２)指定ごみ袋制度の導入 

指定されたごみ袋でごみを排出することで分別徹底を促しごみ減量化につ

なげるため、指定ごみ袋制度*1を導入している市町があります。指定ごみ袋制

度は平成28年度までに16市町で導入されています。 

表３－７－２ 指定ごみ袋制度の導入状況及び今後の予定（H28市町取組状況調査） 

 
実施済み*2 検討中 今後検討予定 

導入・検討予定 

なし 

市町数 15 0 0 ５ 

 

*１ 指定ごみ袋制度： 

ごみ処理手数料を上乗せせずに販売される 

一定の規格を有するごみ袋( 指定袋 )を使用 

すること。指定袋の代金に、ごみ処理手数料 

の上乗せはない。 

*2 実施済みの16市町： 

四日市市、伊勢市、松阪市、鈴鹿市、 

いなべ市、東員町、菰野町、朝日町、 

川越町、多気町、明和町、大台町、 

玉城町、度会町、大紀町 

( 有料化実施市町を除く ) 

 

 

 

図３－７－１ 家庭系ごみ有料化と指定ごみ袋導入の状況 

( 平成 27年度末時点 ) 

２ 県の取組状況 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援（再掲） 

 

「家庭系ごみ有料化制度の導入検討：伊賀市」（補助金：2,813 千円） 

 H17 モデル事業 

家庭系ごみの有料化によりごみの減量化と分別の徹底を図るため、住民

や事業者、行政で組織される伊賀市ごみ減量・リサイクル等推進委員会を

設置し、有料化制度に関する協議・検討を行うと共に先進事例調査やアン

ケートによる住民意識調査等を行いました。  
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基本取組７－２ 廃棄物会計等の活用促進 

１ 市町の取組状況 

(１)廃棄物会計基準の導入 

環境省が公表した「一般廃棄物会計基準」は、標準的な手法によりごみ処理

コストの分析や評価が行え、事業に要する費用の必要性や効率性について具体

的に把握し、事業の効率化を図るとともに、住民や事業者に事業の理解を得る

うえで有効な手段ですが、全国的に会計基準を導入する市町は少なく、分析結

果の公表等による利活用の取組は進んでいません。 

一方、県内では28市町８組合が廃棄物会計基準を導入し、一般廃棄物の処

理事業に係るコストを整理し、把握することでごみ処理システムの最適化に努

めています。 

 

２ 県の取組状況 

(１)廃棄物会計基準を活用した市町ごみ処理カルテの導入 

平成 22年度は、環境省が公表した「一般廃棄物会計基準」を活用した廃棄

物処理システムへの適用事例等の情報提供、実際の同会計作成作業の支援を通

して、県内市町に対して同会計基準に関する導入の普及・啓発活動を実施しま

した。その結果、県内市町の廃棄物会計基準の導入状況は28市町8組合とな

っており、ごみ処理システムの最適化に向けたコスト情報の把握などの取組が

県内ほぼ全域に広がっています。 

また、平成20年度にごみ処理システムの環境負荷面、経済面の指標や施策

の課題等について、市町ごとの総合的な状況を把握した「市町ごみ処理カルテ

*」のパイロット版を４市町に導入し、平成23年度には廃棄物会計基準を導入

した28市町のごみ処理カルテを作成し、ごみ処理システムの総合的な分析に

努めました。 

平成 27年度には、一般廃棄物会計基準の活用を進める環境省や学識者、他

県等との意見交換会において、会計基準の活用事例について情報共有を行うと

ともに、会計基準を全国的な取組とすることや会計基準により効率的な処理を

行っている市町等が評価される仕組みを作るよう環境省等に提案しました。 

 

 

* 市町ごみ処理カルテ： 

市町が把握・公開していたこれまでのごみ処理に関するデータに加え、廃棄物会計のコスト情

報や環境負荷の評価結果、住民・事業者の取組状況などのデータを用いて、ごみ処理システム

の現状や課題について総合的に分析することにより強みや弱みを明確にするためのツール 
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図３－７－２ 市町ごみ処理カルテ 

  

【総括】

※可燃ごみについて

※組合分担金含む

【処理システムの概要】
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資源
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生活系ごみ排出量削減率(対2002年度
比)※－は増加を示す
事業系ごみ排出量削減率(対2002年度
比)※－は増加を示す
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13
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基本取組７－３ 地域密着型資源物回収システムの構築 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)資源回収ステーションの運営 

一部のＮＰＯ等団体

において、資源回収ステ

ーションの運営受託、人

材派遣や集団回収のＰ

Ｒと実施に取り組んで

います。 

 

 

 
図３－７－３ 地域密着型資源物回収システムの構築に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成28年度の対象 約180 ) 

２ 市町の取組状況 

(１)集団回収への助成金制度 

20 市町で集団回収へ

の助成が行われており、

一部の市町では、住民が

利用しやすい時間に運

営する回収拠点の設置･

運営に取り組んでいま

す。 

 
図３－７－４ 地域密着型資源物回収システムの構築に関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全29市町 ) 
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３ 県の取組状況 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援（再掲） 

家庭で不用となった資源物を出す際の利便性を高めるため、市町村が住民自

らの都合に合わせて直接資源物を持ち込むことができる資源回収ステーショ

ンを設置し、自治会・ＮＰＯ等との協働で運営する事業を支援しました。 

 

「資源ごみストックヤード整備：東員町」 

（補助対象事業費：1,400 千円(H17),574 千円(H18)） 

 H17、18ごみ減量化モデル事業 

資源ごみとして現在各戸収集している新聞、雑誌、段ボールについて、

収集拠点となるストックヤードを団地内にモデル的に整備し、自治会がそ

の管理運営業務を担うことにより、行政の収集運搬費用の削減とともに、

住民のごみ減量等に対する意識向上を図りました。 

 

「資源物回収ステーション整備：伊勢市」（補助対象事業費：3,819 千円） 

 H17、18ごみ減量化モデル事業 

地区に複数設置している資源物収集拠点を集約すべく順次、小学校区単

位で資源回収ステーションを１箇所整備し、行政の資源物収集の効率化及

び住民の利便性向上を図るとともに、自治会に管理運営業務を委託するな

ど地域住民との連携・協働して取り組むことにより、住民の分別意識の向

上やコミュニティの活性化につながりました。 

 

(２)ごみ処理施設の整備に伴う広域化への技術的支援 

一般廃棄物においては、市町の区域内処理を基本としつつ、広域的に連携し

ながら廃棄物の種類や処理方法に応じた効率的で合理的なごみ処理システム

を構築する必要があります。特に、ＲＤＦ化によるごみ処理を行っている市町

については、平成32年度に県のＲＤＦ焼却・発電事業が終了となるため、事

業終了後も安全で安定したごみ処理体制が構築されることが重要です。 

このため、県としては、市町等が設置する検討組織への参画や市町間の調整、

職員の派遣等を行い、必要な技術的支援を行っています。また、国に対しても、

ごみ処理施設整備の支援拡充の要望活動を実施しました。 

 
＜市町等における検討状況＞ 
① 桑名広域清掃事業組合 

いなべ市を除く１市２町（桑名市、木曽岬町、東員町）の枠組みで、施

設整備することが決まっており、平成27年度は処理方式や機種選定など

の評価を行いました。 
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平成 27年９月に施設規模や処理方式等を示したごみ処理施設整備計画

を策定し、現在、環境影響評価を実施するとともに発注仕様書の作成な

ど、入札に向けた準備に取り組んでいるところです。 

 

② 伊賀市 

平成 26年３月に同市の「廃棄物処理のあり方検討委員会」から、一時

的な民間委託の方向性についての答申があり、処理方針の検討を行って

いるところです。 

 

③ 香肌奥伊勢資源化広域連合 

松阪市を除く３町（多気町、大台町、大紀町）の枠組みで、処理の方向

性について、事務レベルでの検討を行っているところです。 

 

④ 東紀州地域 

紀北町、南牟婁清掃施設組合（熊野市、御浜町、紀宝町）においては、

尾鷲市を含む２市３町による新たな枠組みでごみ処理の広域化を行うこ

とに合意がなされ、一部事務組合の設立に向けた準備に取り組んでいる

ところです。 
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ごみ行政への県民参画と協働の推進 基本方向８ 

県民、事業者も自らの役割を認識し、できること、やらなければならないこと

に自ら取り組む必要があります。また、ごみ政策やその具体策について、計画・

企画段階から市町とともに考え、協力するなど、ごみ行政への参画が求められて

います。 

(取組状況) 

基本取組８－１ 住民参画の行動計画づくり 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)ごみ減量化に関する会議等への参画・協働 

一部のＮＰＯ等団体は、ごみ処理基本計画策定や行政の主催するごみ減量

化に関する会議や地域ごみゼロ推進交流会等に積極的に参加していますが、

その割合は減少傾向にあります。 

図３－８－１ 住民参画の行動計画づくりに関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成28年度の対象 約180 ) 

２ 市町の取組状況 

(１)住民参画によるごみ処理基本計画づくり 

多くの市町で住民参

画によるごみ処理基本

計画づくりやごみ減量

会議等の設置・運営が

進められており、取組

市町数が増加していま

す。 

 
図３－８－２ 住民参画の行動計画づくりに関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全29市町 ) 
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３ 県の取組状況 

(１)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援（再掲） 

「市民参画によるごみ処理基本計画づくり：桑名市」（補助金：2,457 千円） 

 H17 モデル事業 

桑名市では、市町村合併に伴い、新たな市町村ごみ処理基本計画を住民・

ＮＰＯ等市民参画により策定しました。 

 

「町民参画によるごみ処理基本計画づくり：東員町」（補助金：840千円） 

                           H18 モデル事業 

東員町において、新たなごみ処理基本計画を住民・ＮＰＯ等町民参画に

より策定しました。 

(２)ごみゼロ推進交流会の実施 

ごみゼロプラン推進の取組への県民の参画と、住民、ＮＰＯ、地域団体等の

連携・協働を進めることにより、地域の多様な主体による自発的、主体的なご

み減量活動の活性化やそれらの広域展開、レベルアップを図るため、ごみゼロ

の取組に関心のある住民やＮＰＯ等を対象に、「地域ごみゼロ推進交流会」を

実施しました。 

 

表３－８－１ 平成27年度の地域ごみゼロ推進交流会の実施状況 

市町名 名称 概要 参加者数等 

多気町 第８回環境フェスティ

バル 

（多気クリスタルタウ

ンショッピングセンタ

ー） 

・地球温暖化関係パネル展示 

・海岸漂着物啓発パネル展示 

・環境関係パンフレット配布 

・ごみゼロキャラクターぬり絵 

・もったいないかみしばい 

平成 27年 

6月 24日（日） 

 

展示ブースに 

約 80名 

松阪市 第７回まつさか環境フ

ェアｉｎベルファーム

（ベルファーム） 

・環境ごみゼロ啓発パネル展示 

・水質検査（パックテスト）体験 

・ごみゼロクイズ 

・ごみゼロキャラクターぬり絵 

平成 27 年９月

20日 

鈴鹿市 第 15回夏の鈴鹿川体験 

（鈴鹿川河川緑地） 

鈴鹿・亀山地域で環境保護活動をする

18団体と両市、県が集まって実施して

いる環境保全にかかる普及啓発イベン

ト 

・体験ブースの出展 

海岸ごみを利用したエコ工作 

ゼロ吉ぬり絵 

・ごみゼロ事業の PR・啓発 

平成 27年 

8月 9日（日） 

 

約 800人 
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市町名 名称 概要 参加者数等 

鈴鹿市 鈴鹿川環境展 

（鈴鹿ハンター） 

鈴鹿・亀山地域の様々な団体が集まっ

て実施している環境保全にかかる普及

啓発イベント 

・体験ブースの出展 

エコ工作 

ゼロ吉ぬり絵・クイズ 

もったいない紙芝居 

・ごみゼロ事業の PR  

平成 28年 

1月 9日（土）

-10日（日） 

 

約 5000人 

伊勢市 伊勢市環境フェア 

 

伊勢市周辺の各団体による環境保全普

及啓発イベント 

・海岸漂着物に関係する「ぬり絵」、 

「クイズ」 

・海岸漂着物（貝殻等）アートづくり 

・海岸漂着物のＤＶＤ視聴と「教材」

を使ったレポート作成 

・海岸漂着物啓発パネルを題材にし

たクイズ 

平成27年10月

12日 

 

展示ブースに 

約 650名 

 

基本取組８－２ レジ袋削減・マイバッグ運動の展開 

１ 事業者の取組状況 

(１)レジ袋有料化への積極的な取組（再掲） 

一部の事業者において、マイバッグ利用や容器包

装の削減を促進するための呼びかけが行われてい

ます。 

 

図３－８－３ レジ袋削減･マイバッグ運動の展開に関する事業者アンケートの結果 

( 平成 28年度の対象 約 330 ) 

２ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)レジ袋削減活動の展開 

多くのＮＰＯ等団体において、レジ袋削減活動が

行われていましたが、取組が浸透したことから活動

する団体は減少傾向にあります。 

 

 

 

図３－８－４ レジ袋削減･マイバッグ運動の展開に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成28年度の対象 約180 ) 
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３ 市町の取組状況 

(１)事業者や県民と連携したレジ袋有料化への取組

（再掲） 

レジ袋有料化の取組については、伊勢市において、

平成19年９月21日から主要スーパー全店で実施さ

れて以降、他市町へ水平展開し、現在県内全市町（事

業者による自主的な取組を含む）で取り組まれてい

ます。 

図３－８－５ レジ袋削減･マイバッグ運動の展開に関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全29市町 ) 

４ 県の取組状況 

(１)レジ袋有料化等への支援 

「レジ袋の削減（有料化の導入）検討：伊勢市」（補助金：479千円） 

                           H19 モデル事業 

伊勢市では、レジ袋の削減をめざして、市民・事業者・市等で構成され

る「ええやんかマイバッグ！（レジ袋有料化）検討会」において、マイバ

ッグ持参率50％以上実現のため、レジ袋有料化も含めた議論を進め、事業

者との自主協定の締結や、市民への啓発活動等を展開しました。その結果、

平成19年９月 21日から市内全域の主要スーパー全店でレジ袋の有料化が

一斉に開始されました。 

 

「レジ袋有料化検討事業：伊賀市・名張市」（補助金：727千円） 

                           H20 モデル事業 

隣接する伊賀市と名張市では、レジ袋の削減・マイバッグ持参を推進す

るため、互いに連携調整を図りつつ、それぞれ住民・事業者・行政等で構

成する検討会を運営し、レジ袋有料化同時スタートをめざすとともに、ド

ラッグストア・コンビニエンスストア・ホームセンター等にも参画を求め、

より幅広い業種での取組も推進しました。その結果、平成20年７月１日か

ら両市同時に地域内主要スーパー全店でレジ袋有料化が一斉に開始された

のに続き、同年10月１日からはドラッグストアが加わり規模が拡大しまし

た。 

 

「レジ袋有料化検討事業：松阪市・明和町・多気町・大台町・玉城町・大紀町」 

（補助金：756千円） 

                           H20 モデル事業 

隣接する松阪市、明和町、多気町、大台町、玉城町及び大紀町では、レ
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ジ袋削減・マイバッグ持参の推進をめざし、広域ブロックが一体となり住

民・事業者・団体・行政等で構成する一元的な検討組織を設置し、レジ袋

有料化や啓発活動等について検討するとともに、市町ごとに啓発活動を実

施しました。その結果、平成20年 11月 11日からドラッグストアも含めた

広域でのレジ袋同時一斉有料化が開始されました。 

 

「複合的ごみ減量・リサイクル施策検討事業：四日市市」（補助金：1,300千円） 

                           H21 モデル事業 

四日市市では、地域住民・ＮＰＯ・事業者等と連携し、レジ袋の有料化

や簡易包装の実施など、ごみ減量に積極的に取り組む「ごみ減量リサイク

ル推進店制度」を創設しました。この制度に基づき、市と協定を締結した

小売事業者を「ごみ減量推進店」として積極的にＰＲし、協定締結基準に

掲げるごみ減量等の取組を推進しました。 

 

基本取組８－３ ごみゼロに資するＮＰＯ、ボランティア等の活動推進 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)市町のごみ減量化等施策への積極的な参画、協力 

県内のＮＰＯ等団体 

は、生ごみ堆肥化事業 

や廃食油のリサイクル

活動、フリーマーケット

等の開催・出展といった

リユース活動などをと

おして、行政との協働事

業等の実施や市町のご

み減量化等施策へ参画

していますが、減少傾向

にあります。 

図３－８－６ ごみゼロに資するＮＰＯ、ボランティア等の活動推進に関する 

ＮＰＯ等団体アンケートの結果 ( 平成28年度の対象 約 180 ) 

２ 県の取組状況 

(１)ごみゼロ推進交流会の実施（再掲） 

ごみゼロプラン推進の取組への県民の参画は欠かせないため、住民、ＮＰＯ

等団体、事業者等の連携・協働により、地域の多様な主体による自発的、主体

的なごみ減量活動の活性化等を図るため、住民やＮＰＯ等団体との関わりが深

い地域機関による地域ごみゼロ推進交流会を実施しています。 
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(２)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開などの支援（再掲） 

「エコパートナー・ネットワーク推進事業：津市」（補助金：696千円） 

                           H19 モデル事業 

市民が自発的に環境やごみ減量化について考え、行動することをめざし、

市民が運営主体となる活動センターをごみ焼却施設内に整備し、子どもた

ち等への実践的な環境学習の場とするとともに、活動・情報発信の拠点と

して、市民と行政が連携して様々なエコ活動を行い、ごみゼロ社会をめざ

す人づくり・ネットワークづくりに取り組みました。 

 

基本取組８－４ 情報伝達手段の充実及び啓発・ＰＲの強化 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)ホームページなどを活用したごみ関連情報の発信 

一部のＮＰＯ等団体

においては、プランに関

する情報提供への協力

やホームページなどを

活用したごみ関連情報

の発信が行われていま

す。 

 

 

 

図３－８－７ 情報伝達手段の充実及び啓発･ＰＲの強化に関する 

ＮＰＯ等団体アンケートの結果( 平成28年度の対象 約 180 ) 

２ 市町の取組状況 

(１)ごみゼロプランやごみ量・資源化量、ごみ処理に係るコスト・環境負荷な

どの情報提供 

多くの市町で、広報誌、ホームページ、冊子、ケーブルテレビ等を活用して

ごみゼロプランやごみ量・資源化量、ごみ処理に係るコスト・環境負荷などの

情報が住民に提供されており、取組市町数は増加傾向です。  
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図３－８－８ 情報伝達手段の充実及び啓発･ＰＲの強化に関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全29市町 ) 

３ 県の取組状況 

(１)ごみゼロキャラクター「ゼロ吉」を活用した親しみやすいごみ減量化の 

広報、普及啓発 

ごみゼロ社会の実現に向け県民一人ひとりの意識の醸成を図るとともに、そ

の自発的、主体的な行動を促すため、出前トークなどにおいて「ごみゼロ社会

実現プラン」の周知・啓発を行っています。 

平成 22年度には、ごみゼロプランを策定してから５年が経過し、かつ、短

期目標年度であることから、数値目標や取組内容についての見直しを行いまし

た。その一環として、ごみゼロ社会の実現に向けての取組を県民のみなさんに

理解していただき、プラン改定に対するご意見をいただくため、県庁講堂で「ご

みゼロフォーラム～ごみゼロ社会をめざす『もったいない』を活かした地域づ

くり～」を開催しました。フォーラムでは、環境講談やパネルディスカッショ

ン、ごみ減量・環境活動に関する取組の展示などを行いました。 

また、平成19年度に誕生したごみゼロキャラクター「ゼロ吉」を活用した

着ぐるみやごみゼロソングの製作･活用、津駅に看板を設置することによる啓

発等を行ってきました。 

 

   平成23年 1月 29日 ごみゼロフォーラム 

 

 環境講談            パネルディスカッション 
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津駅設置のゼロ吉看板        ゼロ吉着ぐるみを活用した啓発 

                     小学生の県庁見学 

 

(２)「ごみゼロホームページ」や「ゼロ吉 Facebook」（平成 27 年度まではごみ

ゼロメールマガジン）による情報発信 

ごみ減量化等に関するより具体的でわかりやすい情報提供を行うことによ

り、県民参画を促進するため、ごみゼロプラン推進のポータルサイト「ごみゼ

ロホームページ」(現在は県のホームページと統合)を平成１７年から公開して

おり、プランの策定から現在までの取組について幅広く情報を掲載しています。 

また、ごみゼロキャラクター「ゼロ吉」を活用し、県庁見学やイベントにお

けるごみ減量化の普及啓発に取り組むとともに、平成 27 年度には、「ゼロ吉

Facebook」によるごみゼロに関するイベント等の情報発信を開始し、プランの

取組に関する広報を行っています。 

 

(３)市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する

補助金の交付、情報の水平展開等の支援（再掲） 

 

「複合的ごみ減量・リサイクル施策検討事業：四日市市」（補助金：1,300千円） 

                           H21 モデル事業 

四日市市では、地域住民・ＮＰＯ・事業者等と連携し、レジ袋の有料化

や簡易包装の実施等、ごみ減量に積極的に取り組む「ごみ減量リサイクル

推進店制度」を創設しました。この制度に基づき、市と協定を締結した小

売事業者を「ごみ減量推進店」として積極的にＰＲし、協定締結基準に掲

げるごみ減量等の取組を推進しました。 
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基本取組８－５ もったいない普及啓発運動の展開 

１ 県の取組状況 

(１)「もったいない名人テキスト」や「もったいないかみしばい」等の啓発 

資材の作成、活用促進 

平成 23年度に「もったいない名人テキスト」を作成し、小学校の授業や社

会見学で活用することで、家庭へ「もったいない」の意識が広がるよう普及啓

発を行っています。 

平成 26年度には、幼児を対象とした効果的な普及啓発を行うため、もった

いないをテーマとした紙芝居を一般から募集し、最優秀作品２点を用いて「も

ったいないかみしばい」を作成しました。また、優秀作品６点を用いて「もっ

たいない絵本」を作成し、これらが市町やＮＰＯ等団体を通じて、保育所や幼

稚園等での啓発に活用されるよう、啓発資材として提供しています。 

 

もったいないに関する啓発資材 
 

 

                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もったいない絵本 

もったいない名人テキスト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もったいないかみしばい  
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ごみゼロ社会を担うひとづくり・ネットワークづくり 基本方向９ 

ごみゼロ社会の実現のためには、一人ひとりが責任を持って行動していくこと

が不可欠であり、ごみを自らの問題ととらえ自発的・主体的に行動する人づくり

を進めるとともに、地域のごみ減量活動を活性化するためのネットワークを広げ

ていくことが必要です。 

(取組状況) 

基本取組９－１ 環境学習・環境教育の充実 

１ ＮＰＯ等団体の取組状況 

(１)保育園・幼稚園・小中学校・公民館等における環境学習会や出前授業の実施 

一部のＮＰＯ等団体 

では、環境学習・環境 

教育ツール・プログラム

等の開発、行政への取組

への参画や家庭におけ

る環境学習・教育の啓発

等、次世代を担う子ども

たちに対する環境学

習・環境教育に関する取

組が積極的に行われて

います。 

図３－９－１ 環境学習・環境教育の充実に関するＮＰＯ等団体アンケートの結果 

( 平成28年度の対象 約180 ) 

２ 市町の取組状況 

(１)ごみ処理・分別等の環境学習の実施 

市町では、ごみについて学ぶ小学４年生を中心に小学校への出前講座や清掃

センター、リサイクルプラザの見学を通してごみ処理や分別等の環境教育を行

っています。平成27年度の環境学習の実施状況は次のとおりです。 
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表３－９－１ 平成 27年度 市町の環境学習の実施状況 

 
  

市町名 実施日 内容 場所 対象 人数 主体

7/29～31
廃油キャンドル講座、マイ箸つくり講座、紙すき
教室

リサイクルセンター 市民 計約60名 松阪市

8/5 ダンボールコンポスト作成講座 みえこどもの城 市民 約50名
松阪市、みえこ
どもの城

10/1、10/15
ダンボールコンポスト堆肥化講座(フォローアッ
プ含む)

産業振興センター 市民 計約50名
松阪市、松阪ダン
ボールコンポスト
の会

12/19 土曜学級（紙すき、マイ箸、買い物ゲーム） 揥水小学校
小学４～６年
生

約100名
松阪市、揥水小
学校

通年 出前講座、工場見学 市内小学校 小学４年生 約2,400名 松阪市

桑名市
4/30～6/4
(計８回)

ごみの減量・資源について 市内小学校 小学４年生 計約450名 桑名市

鈴鹿市
4/25～6/7
(計20回）

ごみの分別、リサイクルごみの行方、ごみを減ら
すためにできることを１時限授業として実施

市内小学校 小学４年生
１校につき20
～100名程度

鈴鹿市

名張市
4/30～7/3
(計７回)

ごみの減量化・資源化及び地球温暖化についての
授業（約２時間）

市役所、市内小学校 小学４年生 計約350名 名張市

6/3～5
職場体験に伴い、清掃工場の業務内容を説明し、
分別意識の向上等について解説した。

尾鷲中学校 中学２年生 4名 尾鷲市

9/16～11/30
(計６回)

社会科授業の工場見学で、ごみ処理過程を解説 賀田小学校
小学３、４年
生

計約130名 尾鷲市

亀山市 4,5月
市内小学校4年生を対象とした環境センターの見
学で、ごみ減量化、分別、リサイクルを説明

亀山市総合環境セン
ター

小学４年生 計約460名  亀山市

6/5～11/10
(計４回)

熊野市クリーンセンター、(有馬不燃物処分場)見
学

熊野市クリーンセン
ター

小学４年生 計約90名  熊野市

3/24 ごみの減量化、分別の徹底のための説明
熊野市クリーンセン
ター

全生徒 140名 熊野市

3/28 ごみの減量化、分別の徹底のための説明
熊野市クリーンセン
ター

職員 25名 熊野市

3/28 ごみの減量化、分別の徹底のための説明 神上小中学校 職員　　  9名 熊野市

5/14 町職員によるごみ処理の説明および収集車の見学 集積場 小学４年生 55名
木曽岬小学校

/6/29 町内に生息する昆虫や小魚などの自然観察 町内
小学１、２年
生

104名 教育委員会

11/6 ごみ処理施設「リサイクルの森」の見学 桑名広域清掃事業組合 小学４年生 55名 教育委員会

東員町
5/22～6/12
(計４回)

パッカー車の仕組みやごみの分別方法やリサイク
ルなど1時限を使い授業として実施

三和小学校 小学４年生 約190名 東員町

菰野町
5/28～10/27
(計５名)

ごみの減量化、分別に関し、「もったいない」意識向上
のため、センター施設の社会見学を通じて啓発を実施

清掃センター 小学４年生 計約400名 菰野町

明和町 通年
ごみの排出量や分別方法、リサイクルなどについ
て授業を実施

町内各小学校 小学４年生
菊狭間環境整備
施設組合

大台町 通年 塵芥車の見学の実施

玉城町 8/4
中部電力、三重県環境学習情報センター及び三重県保険
環境研究所の施設見学の実施

川越火力発電所・三重
県環境学習センター

小学３～６年
生

20名
玉城町・玉城町教育委員

会・三重県地球温暖化防
止活動推進センター

南伊勢町 6/17
ごみの分別講習やリサイクル施設・焼却施設の見
学を社会科の授業として実施

南島西小学校 小学４年生 20名
南伊勢町、南伊
勢町教育委員会

4/15
ごみ減量化啓発講話（進入生歓迎ウオークラリーの開催
時に分別方法や減量化の意義を説明）

御浜中学校 全校生徒 181名 御浜町

6/2～6/12
(計４回)

出前授業（小学生児童を対象に町のごみ処理の現状や、
資源・ごみの分別をゲーム形式で説明）

町内小学校
小学４年生、小学４～

６年生、全校生徒 計約110名 御浜町

6/17
社会科授業の一環で、ごみ処理に関する学習として、資
源リサイクル施設（既設の施設）の見学を受入れ

尾呂志学園小学校 小学４年生 4名
尾呂志学園小学
校

11/22
「オール御浜でごみ減らし交流会」として、ごみ減量化
行動計画に基づく事業や先進地職員による事例説明等を
開催。

阿田和公民館
町内住民、関
係自治体職員
等

60名 御浜町

1/25
主催団体の自主研修活動の一環で、27年4月より稼働開
始したリサイクルセンターくるくるタウンの見学を受入
れ

リサイクルセンター
くるくるタウン

御浜町母子
寡婦会

15名
御浜町
母子寡婦会

松阪市

御浜町

尾鷲市

熊野市

木曽岬町
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(２)家庭における環境学習・教育の啓発 

一部の市町では、ケーブルテレビや広報誌等を活用した環境学習・環境教育

が行われており、半数以上の市町で実施の検討が行われています。 

また、環境学習を推進するＮＰＯ等への協力・支援や三重県環境学習情報セ

ンター、県の地域機関と連携したごみゼロ普及啓発のイベントも実施されてい

ます。 

図３－９－２ 環境学習・環境教育の充実に関する市町取組状況調査の結果 

( 対象 全29市町 ) 

３ 県の取組状況 

(１)「もったいない名人テキスト」や「もったいないかみしばい」等の啓発資

材の作成、活用促進（再掲） 

日本に古くからある「もったいない」という言葉や文化を再確認し、消費者

としての県民の「ものを大切にする気持ち」を醸成することで、食べ残しのな

い食生活の実践などごみの削減へ向けた県民の取組を促進するため、平成 23

年度に「もったいない名人テキスト」を作成しました。 

また、小学校以外にも地域で実施されている環境講座等の取組やごみ処理施

設の見学、事業者等が実施する環境教育での活用の場の拡大を図るため、「も

ったいない名人テキスト」を平成27年度までに約17,000 冊、配布しました。 

 

 

基本取組９－２ ごみゼロ推進のリーダーの育成と活動支援 

１ 県の取組状況 

(１)環境基礎講座や出前授業の実施によるごみゼロ推進リーダーの育成 

三重県環境学習情報センターが毎年実施する環境基礎講座やもったいない

名人養成講座へ講師を派遣し、ごみの減量化や資源化について地域で指導にあ

たるごみゼロ推進リーダーの育成に取り組んでいます。 
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また、小学生を対象とした出前授業では、「もったいない名人テキスト」を

活用し、市町や事業者、ＮＰＯ等団体の職員に講師を依頼することで、地域で

「もったいない名人テキスト」を使った出前授業ができる人材の発掘・養成を

進めています。出前授業は、平成25年度から始め、平成27年度までに４市町

の累計13校で実施しています。 

表３－９－２ 出前授業実施状況 

 

 

環境基礎講座や出前授業 

環境基礎講座              尾鷲市出前授業 

大台町出前授業  

実施日 実施場所など 講師 

平成 25年 5月 30日 波切小学校(志摩市) 志摩市、地元事業者 

平成 25年 6月 24日 甲賀小学校(志摩市) 志摩市、地元事業者 

平成 25年 7月 5日 成基小学校（志摩市） 志摩市、地元事業者 

平成 25年 9月 24日 田丸小学校（玉城町） 食生活改善指導員、地元事業者 

平成 25年 10月 7日 下外城田小学校（玉城町） 食生活改善指導員、地元事業者 

平成 25年 10月 7日 有田小学校（玉城町） 食生活改善指導員、地元事業者 

平成 25年 10月 17日 外城田小学校（玉城町） 食生活改善指導員、地元事業者 

平成 26年 6月 27日 宮之上小学校（尾鷲市） 尾鷲市職員、栄養士 

平成 27年 2月 10日 日進小学校（大台町） 大台町職員、食生活改善指導員 

平成 27年 2月 10日 三瀬谷小学校（大台町） 大台町職員、食生活改善指導員 

平成 27年 6月 26 日 三瀬谷小学校（大台町） 大台町職員、事業者 

平成 27年 6月 26日 川添小学校（大台町） 大台町職員、事業者 

平成 27年 6月 29日 宮川小学校（大台町） 大台町職員、事業者 
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第４章 各主体の取組状況と課題 

１ 事業者 

( 役割 ) 

事業者は、生産・販売者として、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、

容器等が終局的には必ず廃棄物となることを考え、適正な処理が困難にならないよ

うにするため、製品等の開発を行うことや、製品等に係る廃棄物の適正な処理方法

の情報提供を行うこと等が求められています。 

また、排出者として、事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正

に処理することや、事業活動に伴って生じた廃棄物の再生利用等を行うことにより

その減量に努めることが求められています。 

( 取組状況 ) 

・グリーン購入など環境配慮型の消費行動 ( 基本取組１－２ ) 

・事業系ごみの減量･資源化対策の実施 ( 基本取組２－１ ) 

・ISO14001 や M-EMS をはじめとする環境マネジメントシステムの取得･運用 
( 基本取組２－２ ) 

・事業系ごみの再資源化推進 ( 基本取組２－３ ) 

・環境に配慮したエコイベントへの参加･協力 ( 基本取組３－２ ) 

・事業活動におけるレンタルやリースの活用 ( 基本取組３－３ ) 

・容器包装の削･簡素化のための工夫や改善 ( 基本取組４－２ ) 

・レジ袋有料化への積極的な取組 ( 基本取組４－２、８－２ ) 

・事業系食品廃棄物の堆肥化･飼料化等、再資源化への取組 ( 基本取組５－１ ) 

・小売店店頭や再生事業者によるリサイクルステーション等における資源回収 

の実施 ( 基本方向６－４ ) 

( 成果・課題 ) 

・ISO14001 や M-EMS の認証取得が進められており、M-EMS については、平成16年度

の制定から平成27年度までに337社が取得しています。また、グリーン購入や紙

ごみの再資源化など環境に配慮した消費行動やごみ減量化の取組が進められてい

ます。( 基本取組１－２、２－２ ) 

・多くの事業者において、社会的責任や処理経費削減などのため、ごみの減量化計

画の策定や廃棄物の減量･資源化対策が進められています。 ( 基本取組２－１ ) 

・経済的な理由等から、部品の長期保存や修理･修繕等サービス網の充実、製品の修
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理･修繕等の体制整備やシステム構築、サービスに関する情報発信の充実について

は大きく進展していません。 ( 基本取組３－４ ) 

・レジ袋有料化の取組については、伊勢市において平成 19 年９月 21 日から主要ス

ーパーマーケット全店で導入されて以降、他地域でも同様に取組が進み、県内全

市町（事業者による自主的な取組を含む）で取り組まれています。スーパーマー

ケット等のレジ袋有料化の協定参加店舗では、レジ袋の辞退率が９割程度の高い

水準で推移しています。また、県民アンケートによると「マイバッグ等を持参し、

レジ袋をもらわない」と回答した人の割合は、平成 19 年の 41.6％から平成 27 年

度には 89.2％へと増加しており、マイバッグを持参する行動が定着し、環境負荷

の少ないライフスタイルへの変革が進んでいます。しかし、業種によってはレジ

袋の無料配布を再開する動きがみられるため、引き続き事業者全体の取組となる

よう推進する必要があります。 ( 基本取組４－２、８－２ ) 

・容器包装リサイクル法の施行や経済的な理由から、ペットボトルの薄肉化など容

器包装材の減量や、通い箱による包装容器や梱包材を削減する取組が広がってい

ます。 ( 基本取組４－２ ) 

・事業系食品廃棄物の飼料化や堆肥化の取組が進んできていますが、さらなる食品

ロス削減や適正な処理を進める必要があります。 ( 基本取組５－１ ) 

・スーパーマーケットやショッピングセンター、再生事業者において、資源物の回

収が活発に実施されており、民間資源回収量調査によると、平成 26 年度に約 11

万トン(推計値)となっており、平成 23 年度の約 7.5 万トン(推計値)に比べ約 1.5

倍に増加しています。 ( 基本方向６－４ ) 
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２ ＮＰＯ等団体 

( 役割 ) 

ＮＰＯ等団体は、自らがごみ減量化や環境に配慮した活動を行うとともに、情報

発信や、各主体の協働のつなぎ手としての役割などが期待されます。 

( 取組状況 ) 

・フリーマーケット等の開催、出展や不用品リサイクルに関する情報提供･情報交換

の仕組み作り ( 基本取組３－１ ) 

・環境に配慮したエコイベントの導入･実施 ( 基本取組３－２ ) 

・製品等の修理･修繕に関する住民への啓発 ( 基本取組３－４ ) 

・地域住民との協働による生ごみの堆肥化 ( 基本取組５－１ ) 

・廃食油のリサイクルの実施･協力 ( 基本取組５－２ ) 

・飲料容器デポジット制度の導入･運用 ( 基本取組６－１ ) 

・ごみ減量化やリサイクル等地域活動の実施 ( 基本取組６－３ ) 

・資源回収ステーションの運営 ( 基本取組７－３ ) 

・ごみ減量化に関する会議等への参画･協働 ( 基本取組８－１ ) 

・レジ袋削減活動の展開 ( 基本取組８－２ ) 

・市町のごみ減量化等施策への積極的な参画･協働 ( 基本取組８－３ ) 

・ホームページなどを活用したごみ関連情報の発信 ( 基本取組８－４ ) 

・保育園･幼稚園･小中学校･公民館等における環境学習会や出前授業の実施 
 ( 基本取組９－１ ) 

( 成果・課題 ) 

・リユース（再使用）の推進に向けた取組では、フリーマーケットの開催や出展、

不用品リサイクルに関する情報提供・情報交換の仕組みづくりが多くの団体で行

われています。 ( 基本取組３－１ ) 

・多くのＮＰＯ等団体においては、生ごみ堆肥化事業の実施をはじめとするごみ減

量化やリサイクル等地域活動の実施、行政の施策への協力が積極的に行われてい

ます。 ( 基本取組５－１ ) 

・生ごみの減量化や資源化は重要な取組であり、各地域で広く取り組まれてきまし

た。ＮＰＯ等団体においては、家庭単位での堆肥化の普及やごみ減量化への取組

の啓発等に一定の成果を果たしてきました。 ( 基本取組６－３ ) 

・ごみゼロに資する地域活動の活性化促進として、当初検討したＮＰＯ等団体によ

る地域通貨の発行に代わり、事業者の資源回収におけるポイント制度の導入等に
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より、ごみの減量化や再資源化が進んでいます。 ( 基本取組６－３、６－４ ) 

・事業者や市町、県と連携し、平成 25 年度から平成 27 年度までに４市町の累計 13

校で出前授業を実施しており、小学校や幼稚園、保育園、地域のイベントにおい

て環境学習を行っています。 ( 基本取組８－３、８－５、９－１ ) 
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３ 市町 

( 役割 ) 

市町は、一般廃棄物処理の責任主体であり、区域内の一般廃棄物の減量に関し住

民の自主的な活動の促進をはかり、一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずる

よう努めることが求められています。また、一般廃棄物の処理に関する事業の実施

にあたり、職員の資質の向上、施設の整備及び作業方法の改善をはかる等、その能

率的な運営に努めることが求められています。 

( 取組状況 ) 

・事業系ごみの処理料金見直し ( 基本取組２－１ ) 

・排出事業者や許可業者に対するごみの減量化･分別指導、搬入計画提出義務化や搬

入時の立会実施 ( 基本取組２－１ ) 

・ごみの減量化･分別の指導 ( 基本取組２－２ ) 

・フリーマーケット等の開催支援 ( 基本取組３－１ ) 

・容器リサイクル法に対応した分別収集計画の整備、実施 ( 基本取組４－１ ) 

・事業者や県民と連携したレジ袋有料化への取組 ( 基本取組４－２、８－２ ) 

・生ごみや事業系食品廃棄物の飼料化･堆肥化等、再資源化への取組  

( 基本取組 ５－１ ) 

・生ごみ処理機の補助 ( 基本取組５－１ ) 

・小売店店頭や再生事業者によるリサイクルステーションなどにおける資源回収の

実施 ( 基本取組６－４ ) 

・家庭系ごみの有料化 ( 基本取組７－１ ) 

・指定ごみ袋制度の導入 ( 基本取組７－１ ) 

・廃棄物会計基準の導入 ( 基本取組７－２ ) 

・集団回収への助成金制度 ( 基本取組７－３ ) 

・住民参画によるごみ処理基本計画づくり ( 基本取組８－１ ) 

・ごみゼロプランやごみ量･資源化量、ごみ処理に係るコスト・環境負荷などの情報

提供 ( 基本取組８－４ ) 

・ごみ処理･分別等の環境学習の実施 ( 基本取組９－１ ) 

・家庭における環境学習･教育の啓発 ( 基本取組９－１ ) 

( 成果・課題 ) 

・平成 15 年度以降 24 市町で事業系ごみの見直しが行われており、適正な料金体系

の構築が図られるとともに、排出者がごみの減量を考えるきっかけとなっていま

す。 ( 基本取組２－１ ) 
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・容器包装リサイクルの取組が進み、容器包装プラスチックが平成17年度の約1,900

トンから平成 27 年度には約 13,000 トンに増加し、これまで可燃ごみとして処理

されていた容器包装プラスチックの資源化が進んでいます。また、容器包装リサ

イクル法に係る 10 品目における市町平均分別数は、平成 17 年度に約８種類でし

たが、平成27年度には約９種類に増加しており、容器包装ごみの分別回収が進ん

でいます。( 基本取組４－１ ) 

・レジ袋有料化は、多くの地域において、市町が主体となり県民･事業者等で構成さ

れるレジ袋有料化検討会を設置し、検討会と事業者の協定方式により取組を進め

て来ました。伊勢市においては平成 19 年９月 21 日から主要スーパーマーケット

全店で取り組まれており、他地域でも同様の取組が進み、県内全市町（事業者に

よる自主的な取組を含む）有料化が実施されています。スーパーマーケット等の

レジ袋有料化の協定参加店舗では、レジ袋の辞退率が９割程度と非常に高い水準

で推移しています。また、県民アンケートにおいても「マイバッグ等を持参し、

レジ袋をもらわない」と回答した人の割合は、平成 19 年の 41.6％から平成 27 年

度には 89.2％へと増加しており、マイバッグを持参する行動が定着し、環境負荷

の少ないライフスタイルへの変革が進んでいます。しかし、業種によっては、レ

ジ袋の無料配布を再開する動きがみられるため、引き続き事業者全体の取組とな

るよう推進する必要があります。 ( 基本取組４－２、８－２ ) 

・家庭系ごみの有料化が導入されている８市町では、導入の前後で約１割～２割ご

み排出量が減少しており、有料化によるごみの減量効果が確認されています。ま

た、16 市町において指定ごみ袋制度が導入されており、ごみ減量化効果は明確で

はありませんが、可燃ごみに指定袋を用いることにより分別意識を高める効果が

期待されます。今後は、家庭系ごみ有料化等の経済的手法が導入されていない市

町においても、ごみ減量化に向けた取組の一つとして検討が進むことが望まれま

す。 ( 基本取組７－１ ) 

・生ごみ(厨芥類)について、平成17年度の約50,000 トン(乾燥重量)から平成27年

度には約 33,000 トン（乾燥重量）に減少しており、県民の意識･行動の変化や市

町による生ごみ処理機等の購入助成、ＮＰＯ等団体との連携による家庭単位での

堆肥化等により、生ごみの削減が進んでいます。 ( 基本取組５－１ ) 

・ 事業者やＮＰＯ等団体、県と連携し、小学校等での幅広い環境学習を進めています。 

( 基本取組９－１ ) 

・使用済小型電子機器からのレアメタル回収など枯渇性資源の再資源化や、廃棄物

の持つ未利用エネルギーの有効活用、再資源化に係る環境負荷の低減など、資源

循環の質に着目した取組が望まれます。 
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・リターナブル容器やリユースカップについてのシステム構築、イベント等におけ

る使い捨て容器使用禁止のルール化の取組等はあまり広がっていませんが、フリ

ーマーケットの開催や出展に関する情報提供等が積極的に行われています。 ( 基

本取組３－１ ) 
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４ 県 

( 役割 ) 

県は、市町に対し、その責務が十分に果たされるよう技術的援助を行う必要があ

り、ごみゼロプラン推進のためのリーダーシップを市町とともに発揮し、広域的な

見地から積極的に取り組むとともに、取組の基本方向に掲げるそれぞれの取組につ

いて県としての役割を果たすことが期待されています。 

( 取組状況 ) 

・拡大生産者責任の取組促進のための国への提言 ( 基本取組１－１ ) 

・グリーン購入の積極的な導入(物品、役務、公共工事等) ( 基本取組１－２ ) 

・市町が実施するごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対する補助金

の交付、情報の水平展開などの支援 ( 基本取組２－１、２－３、５－１、６－２、６－６、

７－１、７－２、７－３、８－１、８－２、８－３ ) 

・ISO14001 等環境マネジメントシステムの認証取得促進 ( 基本取組２－２ ) 

・エコイベントマニュアルを整備し、環境に配慮したイベントの推進 ( 基本取組３－２ ) 

・容器包装リサイクル法の完全実施に向けた三重県分別収集促進計画の策定 
 ( 基本取組４－１ ) 

・レジ袋有料化等への支援 ( 基本取組４－２，８－２ ) 

・「もったいない名人テキスト」の活用 ( 基本取組５－１ ) 

・廃棄物会計基準を活用した市町ごみ処理カルテの導入 ( 基本取組７－２ ) 

・ごみ処理施設の整備に伴う広域化への技術的支援 ( 基本取組７－３ ) 

・ごみゼロ推進交流会の実施 ( 基本取組８－１、８－３ ) 

・ごみゼロキャラクター「ゼロ吉」を活用した親しみやすいごみ減量化の広報、普

及啓発 ( 基本取組８－４ ) 

・「ごみゼロホームページ」や「ゼロ吉Facebook」(平成２７年度まではごみゼロメ

ールマガジン)による情報発信 ( 基本取組８－４ ) 

・「もったいない名人テキスト」や「もったいないかみしばい」などの啓発資材の

作成、活用促進 ( 基本取組８－５、９－１ ) 

・ 環境基礎講座や出前授業の実施によるごみゼロ推進リーダーの育成 ( 基本取組９－２ ) 

( 成果・課題 ) 

・平成17～22年度において、市町が実施する産業・福祉・地域づくりと一体となっ

たごみ減量化の推進に係る先駆的・モデル的な取組に対し「ごみゼロプラン」推

進モデル事業として補助金交付等による支援を行いました。家庭系ごみの有料化

や事業系ごみの減量化検討、レジ袋有料化等によりごみの削減につながっていま

す。( 基本取組２－１、２－３、５－１、６－２、６－６、７－１、７－２、７－３、８－１、８

－２、８－３ ) 
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・環境省が公表している廃棄物会計基準を活用した廃棄物処理システムの情報提

供、支援をとおして市町に対して廃棄物会計基準の導入の普及啓発を実施したこ

とにより、28 市町８組合で導入されました。今後、環境負荷や費用面などの総合

的な評価を行う廃棄物会計やごみ処理カルテを活用し、ごみ処理システムの最適

化などの具体的な取組を促進するため、活用が進んでいる自治体の情報を紹介す

るなど、課題検討や解決へ向けた技術的支援が必要です。 ( 基本取組７－２ ) 

・エコイベントマニュアルを策定し、大型のイベントでは、ごみステーションが設

けられ、分別が徹底されるなど、環境へ配慮された取組が広がっています。 ( 基本

取組３－２ ) 

・平成 19年にごみゼロキャラクター「ゼロ吉」が誕生してから、ごみゼロ社会実現

に向け、ＤＶＤ、シール、クリアファイルなどの啓発グッズ、社会見学やイベン

トなどでゼロ吉の着ぐるみや「ごみゼロソング」の活用、またホームページや

Facebook での情報発信などにより効果的な普及啓発に取り組んでいます。 ( 基本

取組８－４、８－５ ) 

・環境学習の充実により、子供たちをとおした家庭でのごみゼロへの取組を促進す

るため、各主体と連携し、小学校で「もったいない名人テキスト」を活用した出

前事業を実施することで環境教育の取組を進めています。もったいない名人テキ

ストは平成27年度までに約17,000 冊を配布し、出前授業は、平成25年度から始

め平成 27 年度までに４市町の累計 13 校で実施しました。また、幼児向けに「も

ったいないかみしばい」を作成し、市町等に啓発資材として提供しています。今

後も、環境への意識向上をより効果的に進めるため、各主体間の連携を図り、低

年齢層からの普及啓発を進めることが重要です。 ( 基本取組８－４、８－５、９－１ ) 

・拡大生産者責任の取組について、製品等の製造や流通、消費段階において排出する廃棄

物をできる限り少なくするための工夫（エコデザイン）や、長期にわり使用できる製品

の開発、修理体制の充実などの事業者の取組を促進する必要があります。また、事業者

が、生産、販売したものが廃棄物となったものについて、多様な主体と連携し、自ら再

資源化を進めるための回収ルートの構築などについて取組を促進する必要があります。 

( 基本取組１－２) 
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第５章 数値目標に対する評価と取組の総括 

１ 数値目標の進捗状況 

プランに掲げる数値目標に関する基準年度である2002(平成 14)年度とこれま

での実績については、次のとおりです。 

 

（１）ごみの減量化に関する数値目標 

表５－１－１ 数値目標の進捗状況１(短期目標年度まで) 

 

表５－１－２ 数値目標進捗状況２(中期目標年度まで) 

 

 

 

（ｔ／年）

535,198 531,717 531,070 514,185 495,853 476,778 459,720
(-0.7%) (-0.8%) (-3.9%) (-7.4%) (-10.9%) (-14.1%)

251,733 218,005 209,362 208,987 188,216 177,289 169,005
(-13.4%) (-16.8%) (-17.0%) (-25.2%) (-29.6%) (-32.9%)

786,931 749,722 740,432 723,172 684,069 654,067 628,725

29,629 24,868 25,163 24,660 27,395 26,017 25,193

816,560 774,590 765,595 747,832 711,464 680,084 653,918 － －

14.0% 15.8% 16.3% 15.2% 14.4% 13.2% 13.0% 21% 50%

⑥/③ 110,781 118,549 120,776 110,626 99,019 86,915 81,998 － －

22.4% 30.8% 31.8% 31.2% 31.0% 30.1% 30.6%

⑦/⑤ 183,305 238,484 243,623 233,108 220,232 204,823 200,154

151,386 96,697 83,051 83,640 69,664 65,032 55,309 81,000 0最終処分量

資
源
利
用

⑥再利用量

 資源としての再利用率

　（参考）資源化率

⑦資源化量

ごみ排出量
(2002年度比)

⑤=③＋④
県内総ごみ

排出量

①家庭系ごみ
　(災害ごみ含む)

②事業系ごみ

④集団回収量

③=①＋②
県内ごみ
排出量

最終目標
H37(2025)

年度

-30%

-5% -45%

－－

-6%

H21(2009)
年度

短期目標
H22(2010)

年度

H18(2006)
年度

H19(2007)
年度

H20(2008)
年度

H22(2010)
年度

基準年度
H14(2002)

年度

H17(2005)
年度

指標名

（ｔ／年）

535,198 459,720 473,304 459,689 452,569 452,644 446,665
(-14.1%) (-11.6%) (-14.1%) (-15.4%) (-15.4%) (-16.5%)

251,733 169,005 173,265 178,125 181,438 175,213 176,058
(-32.9%) (-31.2%) (-29.2%) (-27.9%) (-30.4%) (-30.1%)

786,931 628,725 646,569 637,814 634,007 627,857 622,723

29,629 25,193 25,188 24,630 25,424 23,044 20,244

816,560 653,918 671,757 662,444 659,431 650,901 642,967 － －

14.0% 13.0% 16.2% 15.9% 15.5% 15.0% 13.8% 22% 50%

⑥/③ 110,781 81,998 104,922 101,927 98,316 94,779 86,223 － －

22.4% 30.6% 31.1% 30.5% 30.4% 29.7% 28.2%

⑦/⑤ 183,305 200,154 209,130 202,242 200,366 193,482 181,434

151,386 55,309 50,893 41,958 50,042 37,776 35,140 55,000 0

③=①＋②
県内ごみ
排出量

④集団回収量

最終処分量

H22(2010)
年

ごみ排出量
(2002年度比)

①家庭系ごみ
　(災害ごみ含む)

②事業系ごみ

資
源
利
用

 資源としての再利用率

⑦資源化量

⑥再利用量

　（参考）資源化率

⑤=③＋④
県内総ごみ

排出量

指標名

-30%

-45%

－

-35%

－

-20%

H24(2012)
年度

H23(2011)
年度

H26(2014)
年度

H25(2013)
年度

最終目標
H37(2025)

年度

中期目標
H27(2015)

年度

H27(2015)
年度

速報値

基準年度
H14(2002)

年度
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(注１)ごみ総排出量の算出方法は、環境省において平成 17 年度実績から、廃棄物処理

法に基づく「国の基本方針」との整合を踏まえた集計方法に変更されています。 

(旧)ごみの総排出量＝「計画収集量」＋「直接搬入量」＋「自家処理量」 

(新)ごみの総排出量＝「計画収集量」＋「直接搬入量」＋「集団回収量」 

(注２)集団回収は、市民団体等による収集において、市町が用具の貸出、補助金の交付

等により関与しているものを言います。 

 

 

（２）多様な主体の参画・協働に関する数値目標 

表５－１－３ 数値目標の進捗状況３ 

 
 

  

H16 H19 H22 H27 短期目標 中期目標 数値目標

(2004)
年度

(2007)
年度

(2010)
年度

(2015)
年度

H16(2004)
年度比

H22
(2010)

H27
(2015)

H37
(2025)

58.2% 58.3% 59.4% 59.6% + 1.4% 80.0% 90.0% 100.0%

39.4% 40.2% 41.3% 40.1% + 0.7% 60.0% 90.0% 100.0%

38.5% 40.6% 47.3% 44.3% + 5.8% 60.0% 90.0% 100.0%

- 45.6% 36.8% 38.4% 90.0% 100.0% 100.0%

食べ物を粗末にしないよう
心がけている県民の率

ごみゼロ社会実現プランの
認知率

ものを大切に長く使おうとする
県民の率

指標

環境に配慮した消費行動をとる
県民の率
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２ 数値目標に対する評価 

（１）家庭系ごみ排出量削減率について 

家庭系ごみの排出量は、平成18年度までは横ばい傾向にありましたが、平

成19年度から減少傾向に転じ、平成22年度には459,720 トンとなり、平成

14年度実績値から14.1％削減し、短期目標(平成22年度に平成14年度比６％

減)を達成しました。これは、家庭系ごみの有料化の導入(平成 21年度時点で

７市町)や各種リサイクル制度の効果、県内のほぼ全域に広がったレジ袋の有

料化など、ごみ減量にかかる取組の浸透が一つの要因と考えられます。 

短期目標が達成され、今後も家庭系ごみ有料化等の取組が進むことや、環

境学習や環境教育の効果によりごみ排出量の削減が見込まれたことから、平

成22年度に中期目標の見直しを行いました。(中期目標：平成27年度に平成

14年度比 13％の削減を20％の削減へ変更) 

しかし、平成22年度以降は、家庭系ごみ有料化の導入が平成23年度以降

１市のみになるなど、取組が想定どおり進まず削減率の伸びが鈍化し、平成

27年度(速報値)は 446,644 トン、平成14年度実績値から16.5％の削減にと

どまり、見直し後の中期目標(平成 27年度に平成14年度比 20％の削減)は達

成できませんでした。 

なお、家庭系ごみの有料化を実施している自治体の割合は、平成25年度時

点で全国平均63.1%に対し、三重県内は27.6%にとどまっています。 

今後さらなる家庭系ごみ排出量削減のため、食品ロス削減や容器包装廃棄

物、廃棄物の排出が少ない商品購買行動促進など、県民一人ひとりのライフ

スタイルの変革が重要です。また、家庭ごみの有料化などの経済的手法の導

入は、ごみの排出量に応じて費用を負担するため、公正性を高める重要な取

組であることから、市町において活用が進むよう技術的支援を行う必要があ

ります。さらに、近年、再生事業者や小売店などによる資源回収が活発化し

ていると考えられることから、市町の収集だけでなく多様な主体と連携し、

適正で利便性の高い資源回収の取組を進めて行くことが必要です。 

表５－２－１ 家庭系ごみ排出量削減率 

 
 

  

535,198 459,720 446,665
(-14.1%) (-16.5%)

最終目標
H37(2025)

年度

-30%

指標名
基準年度
H14(2002)

年度

H22(2010)
年

短期目標
H22(2010)

年度

H27(2015)
年度

速報値

中期目標
H27(2015)

年度

家庭系ごみ
　(災害ごみ含む)

-20%-6%
ごみ排出量

(2002年度比)
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（２）事業系ごみ排出量削減率について 

事業系ごみ排出量は、平成 14 年度から着実に減少し、平成 22 年度は

169,005 トンで平成14年度比 32.9％の減少となり、短期目標(平成 22年度に

平成14年度比５％減)を達成しました。これは、市町における事業系ごみ処

理手数料の値上げ、事業系ごみの市町への搬入制限、事業者への減量分別の

指導及び啓発、事業者に対する減量計画や搬入計画の提出義務づけ、事業系

草木類の処理方式の変更や搬入制限のほか、事業者自らの発生抑制の取組が、

市町への搬入量の削減に寄与したと考えられます。 

短期目標が達成され、今後も事業系ごみ処理手数料の適正化が進むことや

市町による排出事業者への指導等が進むことが見込まれていたため、平成22

年度に中期目標及び最終目標を見直しました。 

(中期目標：平成27年度に平成14年度比 13％の削減を35％の削減へ変更 

 最終目標：平成37年度に平成14年度比 30％の削減を45％の削減へ変更) 

しかし、平成22年度以降は、観光入込客数の増加などの影響もあり削減率

が横ばい傾向で、平成27年度(速報値)は 176,058 トンで平成14年度実績値

から 30.1％削減となり、見直し後の中期目標(平成 27 年度に平成 14 年度比

35%の削減)は達成できませんでした。 

これまで、排出事業者や搬入業者への指導、周辺市町の動向をふまえた料

金体系の構築、適正なごみ処理システムの検討・整備を行ってきましたが、

近年排出量が横ばいとなっています。これは、景気による影響もありますが、

その増減要因が十分に把握できていません。今後も引き続き、事業系ごみの

搬入手数料の適正化を図るとともに、事業系ごみ量が増加している観光地の

市町など、対策が必要な地域や関係団体との連携により、ごみ減量化の取組

を促進する必要があります。また、全国の事業系の食品ロス（約330万トン）

が世界全体の食料援助量（約320万トン）を超えている状況であり、環境省

中部地方環境事務所において、食品リサイクルの取組の認知度やイメージの

向上等を図る取組（めぐりふーど）が行われていますが、今後更なる食品ロ

ス削減の取組が必要となっています。 

表５－２－２ 事業系ごみ排出量削減率 

 
  

251,733 169,005 176,058
(-32.9%) (-30.1%)

最終目標
H37(2025)

年度

-45%

指標名
基準年度
H14(2002)

年度

H22(2010)
年

H27(2015)
年度

速報値

短期目標
H22(2010)

年度

中期目標
H27(2015)

年度

②事業系ごみ -35%-5%
ごみ排出量

(2002年度比)
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（３）資源としての再利用率について 

資源としての再利用率は、容器包装リサイクル法の施行による容器包装廃

棄物の資源化などにより進展しました。平成18年度までは上昇傾向にありま

したが、平成19年度以降は下降し、平成22年度は 13.0%で、平成14年度に

比べて1.0%の減少となり、短期目標(平成 22年度に 21％)を達成できません

でした。平成19年度以降の再利用率の減少は、古紙や金属などの価格高騰を

背景に、再生事業者や小売店等の事業者による資源回収の活発化や資源物の

持ち去りが要因と考えられます。 

短期目標は達成できませんでしたが、再生事業者による資源回収の増加等

により市町回収量が減少傾向であることを踏まえ、また、生ごみの資源化の

取組の推進等を見込み、平成22年度に中期目標（平成27年度）を再利用率

30％から 22％に見直しました。 

しかし、平成23年度には、紀伊半島大水害の災害廃棄物のリサイクル処理

等により前年度から3.2%上昇しましたが、その後は減少傾向となり、平成27

年度は 13.8%で、中期目標(平成 27年度に 22％)を達成できませんでした。 

なお、資源回収について、再利用量は平成 23 年度に 105 千トン、平成 26

年度に 95千トンとなっているのに対し、再生事業者や小売店などの資源回収

量(推計)は、平成23年度で 76千トン、平成26年度で 110千トンと大きく増

加しており、市町以外の多様な主体による資源回収が増加傾向にあります。 

今後は、食品残さを循環利用するための制度の普及、生ごみ減量化に取り

組む市町への技術的支援、容器包装リサイクル法による市町の第7期分別収

集計画に基づく資源化、集団回収など、資源化に向けた一層の取組を推進す

る必要があります。また、再生利用の量だけでなく、使用済小型電子機器か

らのレアメタル回収など枯渇性資源の再資源化や、廃棄物の持つ未利用エネ

ルギーの有効活用、再資源化に係る環境負荷の低減など、資源循環の質に着

目した取組が望まれています。 

表５－２－３ 資源としての再利用率 

 
  

14.0% 13.0% 13.8% 21% 22% 50%

110,781 81,998 86,223 － － －

22.4% 30.6% 28.2%

183,305 200,154 181,434

 資源としての再利用率
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年度

－

指標名
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年
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H22(2010)

年度

中期目標
H27(2015)

年度

⑦資源化量
－

資
源
利
用

⑥再利用量
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－
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（４）ごみの最終処分量について 

最終処分量は、平成14年度から大幅に減少しており、平成22年度に55,309

トンとなり、短期目標(平成 22年度に 81,000 トン)を達成しました。これは、

溶融施設による焼却灰のスラグ化、容器包装リサイクル法によるペットボト

ルやプラスチックの資源化等による効果と考えられます。 

短期目標が達成され、今後もごみ排出量の減量と焼却残さの再利用が進む

ことを見込み、平成22年度に中期目標（平成27年度）を最終処分量81,000

トンから55,000 トンへ見直ししました。 

平成 22 年度以降も着実に最終処分量は減少し、平成 27 年度(速報値)は

35,119 トンとなり、中期目標(平成 27 年度に 55,000 トン)を達成しました。

これは、単純焼却されていた紙類・厨芥類・プラスチック類等の再生利用を

進めた成果であり、今後は、この取組をさらに進めるとともに、家電四品目

や小型家電の回収率向上のための回収体制を構築する必要があります。 

また、第 7期分別収集促進計画による容器包装ごみの分別収集の完全実施

などを進めるとともに、削減効果が高い取組を他市町へ普及・展開するなど、

最終処分量削減に向けた取組を進める必要があります。さらに、焼却灰につ

いては、セメント原料化等により、一層の最終処分量削減のための取組を進

める必要があります。 

表５－２－４ ごみの最終処分量 

 
 

  

151,386 55,309 35,140 81,000 55,000 0最終処分量

最終目標
H37(2025)

年度
指標名

基準年度
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年度

H22(2010)
年

H27(2015)
年度

速報値

短期目標
H22(2010)
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中期目標
H27(2015)

年度
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（５）県民のごみに関する意識と行動について 

県民のごみに関する意識と行動については、平成16、19、22、27年度のア

ンケート調査結果から、約９割の県民が今日の使い捨て社会について疑問を

感じています。一方、「ものを大切に長く使おうとする」、「環境に配慮した消

費行動をとる」割合については上昇傾向にあるものの４～６割と低く、ごみ

減量化に関する行動につながっていません。 

国においては、中央環境審議会(以下、｢中環審｣)により｢循環型社会に関す

る意識・行動｣の国民アンケート調査が実施されており、｢ごみ問題に関心が

ある｣割合は約７割以上と高いものの、｢使い捨て製品を買わない｣、｢不用品

を、バザーなどを利用して売っている｣割合は、２～３割程度にとどまってい

ます。このように、中環審が実施した国民アンケート調査でも県民アンケー

ト調査と同様の傾向となっており、ごみに関する意識と行動には乖離が見ら

れます。 

一方、ごみゼロプランの認知率については、平成 27 年度 38.4％で、前回

調査から微増しているものの、平成19年度調査(45.6％)よりは下降していま

す。また、中環審による国民の「３Ｒ」認知率が 40%前後で推移しており、

三重県民のごみゼロプランの認知率は国民の「３Ｒ」の認知率と同程度とな

っています。 

このようなことから、次世代を担う子どもたちを対象に啓発を引き続き行

い、県全体としてごみ減量化に取り組む気運を醸成していく必要あります。 

また、県が支援したモデル事業を契機に28市町にレジ袋削減の取組が広が

りましたが、今後も、環境に配慮する意識を行動に繋げるため、普及啓発活

動を行うことが重要です。 

表５－２－５ 県民のごみに関する意識と行動 

 
  

H22 H27 短期目標 中期目標 最終目標

(2010)
年度

(2015)
年度

H16(2004)
年度比

H22
(2010)

H27
(2015)

H37
(2025)

59.4% 59.6% + 1.4% 80.0% 90.0% 100.0%

41.3% 40.1% + 0.7% 60.0% 90.0% 100.0%

47.3% 44.3% + 5.8% 60.0% 90.0% 100.0%

36.8% 38.4% 90.0% 100.0% 100.0%

食べ物を粗末にしないよう
心がけている県民の率

ごみゼロ社会実現プランの
認知率

ものを大切に長く使おうとする
県民の率

指標

環境に配慮した消費行動をとる
県民の率
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３ これまでの取組の総括 

これまでの各主体によるごみ減量化の取組により、最終処分量の削減に向け

た中期目標を達成するなど、ごみゼロ社会実現に向けた取組が着実に進展しま

した。 

一方、家庭系・事業系ごみの排出量については、家庭系ごみの有料化の導入

やレジ袋の有料化、事業系ごみの市町への搬入制限や事業者への指導・啓発等

により短期目標は達成できたものの、家庭系ごみの排出量については、ごみ有

料化の導入が平成23年度以降１市のみになるなど、取組が想定どおり進まず、

また事業系ごみの排出量については、観光入込客数の増加などの影響もあり、

削減率は鈍化しています。 

また、資源としての再利用率については、市町による回収量が減少傾向にあ

りますが、民間による資源回収量は増加しており、資源回収量全体としては増

加していると考えられ、今後も多様な主体の協創による取組が重要です。 

このように、これまでの「ごみゼロ社会」の実現をめざした各主体による３

Ｒの取組の進展や、それを補うように個別リサイクル法の法的基盤が整備され

たこと等により循環型社会の形成は概ね順調に進んできたものの、近年、目標

を設定している数値は横ばい傾向にあります。一方、循環型社会の形成に向け

長期目標を設定し、その実現を目指して取組を進めることは重要ですが、持続

可能な循環型社会の構築のためには、循環型社会、低炭素社会、自然共生社会

の３つの社会が統合的に形成されなければならないことから、目標を設定して

いる数値だけにとらわれず、循環の｢質｣にも着目した取組を進めることが重要

です。 

このようなことから、環境負荷への影響等を適切に判断しながら未利用の廃

棄物を積極的にリサイクルし、量だけでなく循環の｢質｣にも考慮しながらリサ

イクルの向上を図っていく取組や、市町の収集だけでなく多様な主体と連携し、

適正で利便性の高い資源回収の取組を進めるなど、ごみの減量化に向けた取組

が必要となっています。また、平成27年度に策定した三重県廃棄物処理計画

では、平成28年度から平成32年度までの５年間の取組を設定しており、その

取組方向の１つとして「ごみゼロ社会」の実現を取り込み、計画期間の最終年

度となる平成32年度の達成すべき目標を設定しています。 

なお、プランの進捗管理としては、県民や事業者、ＮＰＯ等団体、市町を対

象にアンケート調査を行い、その結果や県内のごみ処理状況をまとめた「ごみ

ゼロ社会実現プランの点検・評価」やプランのモデル事業の取組をまとめた「ご

みゼロレポート」を作成し、情報を共有するとともに、各主体を構成員とする

「ごみゼロプラン推進委員会」において、取組を検証・評価することでプラン

の取組を進めてきました。 

今後も、各主体と進捗状況を共有し、持続可能な循環型社会の構築に向けた

取組を進めていく必要があります。 
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